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序     文 

 

ブータン国は、貧困度の高い東部地域における農業開発技術の普及を通じた農村

所得の向上・貧困削減を目的として、わが国に「ブータン国東部 2 県農業生産技術

開発・普及支援計画」に係る技術協力プロジェクトを要請してきました。 

これを受けて国際協力機構は、平成 15 年 12 月 9 日から 12 月 25 日、及び平成 16
年 4 月 6 日から 4 月 20 日まで当機構農村開発部技術審議役荒井博之を団長とする

事前評価調査団を現地に派遣しました。 

同調査団は、ブータン国関係者との協議、及び現地調査を通じて、要請の背景、

協力課題の絞込み、先方実施体制の確認を行い、プロジェクト基本計画、プロジェ

クトデザインマトリックス（PDM）等の案を作成しました。 

本報告書は、同調査団による調査結果等を取りまとめたものであり、今後、本プ

ロジェクトの実施の検討にあたり、広く利用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係者に対し、心より感

謝の意を表します。 
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国際協力機構 

農村開発部 

部長 古賀 重成 
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第１章 事前評価調査団の派遣 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ブータン国の農業セクターは、GDP の 34%、就業人口の 79%を占めており、第 9

次 5 カ年計画（2002 年～2007 年）においても最重要開発課題の一つと位置付けられ

ている。  

ブータン政府は、西部地域の農業協力で高い実績を有するわが国に対し、西部に比  

べ相対的に開発が遅れ、同国の貧困層の約 75%が居住する東部地域の農業開発に係る

協力を要請し、それに対し JICA はこれまでに個別専門家派遣「農村農業総合開発」

（2000 年 3 月～2003 年 3 月）、開発調査「地域農業・農道開発計画調査」（2002 年 4
月～2003 年 3 月）を実施した。  

今般、これらの協力を踏まえ、貧困度の高い東部地域における農業開発技術の普及  

を通じた農村所得の向上・貧困削減を上位目標として、農業省東部農業研究センター  

（Renewable Natural Resource Research Center-East: RNRRC-East）の技術レベル向上

と研究・普及体制の強化を図るためのプロジェクトが要請された。2003 年 3 月には案

件の実施の可能性について調査を行うため基礎調査団が派遣され、東部地域の農業分

野における協力の妥当性が確認された。  

その後、具体的な活動計画（PDM,PO）の策定を目的とした第一次事前評価調査（2003 
年 12 月）が派遣されたものの、ブータン南部にて勃発したインドゲリラ軍との紛争

により、現地での実務者を交えた PCM ワークショップの断念を余儀なくされ、活動

の大まかな枠組みを協議するにとどまった。そのため、第一次調査団の方針に基づき、

同じ調査団員構成にて第二次事前調査団が派遣され（2004 年 4 月）、関係者の主体的

な参加により PCM ワークショップを開催し、プロジェクトの具体的な PO と PDM を

作成した。  

 

１－２ 調査団の構成（第一次事前調査、第二次事前調査ともに同じ構成） 

1）総括：荒井 博之  
国際協力機構 農村開発部 技術審議役          

2）稲栽培技術：田中 豊三  
稲作専門家（元ボリビア長期専門家）  

3）農業基盤整備：白川 佳典         
日本国際協力センター 筑波支所 研修指導員  

4）計画分析（参加型手法）：島田 俊子  
アイ・シー・ネット株式会社 コンサルティング部  
コンサルタント  

5）計画管理：木梨 陽子  
国際協力機構 農村開発部 第 1G 水田地帯第 3G  

 

１－３ 調査日程 

1）第一次  
2003 年 12 月 9 日（火）～ 2003 年 12 月 25 日（木）  

  計画分析（参加型手法）団員 12 月 2 日（火）～12 月 28 日（日）  
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詳細は付属資料 1 のとおり  
 

2）第二次  
2004 年 4 月 6 日（火）～ 2004 年 4 月 20 日（火）  

  農業基盤整備団員は、5 月 9 日（日）まで追加調査を行った。  
詳細は付属資料 2 のとおり  

 

１－４ 主要面談者 

＜日本側＞ 

在インド大使館  

 井上 知郁   一等書記官 

JICA インド事務所  

 酒井 利文 所長 

 伊藤 耕三 次長 

JICA ブータン駐在員事務所  

 森 靖之 前所長 

 杉本 充邦 所長 

 久保 祐輔  企画調査員 

 太田 貴子 ボランティア調整員 

JICA 個別専門家   

 冨安 裕一  農村農業総合開発 

 

＜ブータン側＞ 

大蔵省 (Ministry of Finance) 
 Mr. Nima Wangdi Director 

Department of Aid and Dept Management 
農業省 (Ministry of Agriculture: MOA) 

 Mr. Sangay Needup   Ministry 
 Mr. Sangay Thinley Secretary 
 Mr. Sherub Gyaltshen Director 

Department of Agriculture   
 Dr.Pema Choephyel Director 

Council of Research and Extension 
 Ms. Chime P. Wangdi Deputy Secretary 

Policy and Planning Division 
 

東部農業研究センター  
（Renewable Natural Resource Research Center-East: RNRRC-East）  
 Mr. Karma Tashi     Program Director 
 Mr. Tirtha Bahadur Program Officer 
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 Mr. Tenzin Program Officer 
 Mr. Domang Assistant Extension Program Officer 
 Mr.BN Bhattarai Deputy Chief Agriculture Officer 
 Mr. Karma Dorji Resident Officer 

Council of Research and Extension: CORE 
 

モンガル県  (Mongar Dzongkhag) 

 Mr. Tandin Dorji     Dzongkhag Agriculture Officer 
 

ルンチ県  (Lhuntse Dzongkhag) 

 Mr. B.P.Adhikari Dzongkhag Agriculture Officer 
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第２章 要約 

 

２－１ 第一次及び第二次事前評価調査団の派遣 

第一次事前評価調査団では、東部滞在中にブータン南部にて発生したブータン国軍

とインドゲリラ軍との紛争により、当初予定していたプロジェクトサイト地域（東部

地域）での滞在期間を早めに切り上げ、団員 5 名とも 17 日に首都ティンプーに戻っ

た。首都は安全上の問題はないとの判断から、その後は当初予定通り協議を継続する

こととなったが、実務者間でワークショップが実施出来なかったことから最終的な

PDM 案は作成しないこととした。  
しかしながら、1)計画分析（参加型手法）団員が事前に現地入りし実施したプレワ

ークショップにて関係者の要望が明らかになりある程度の枠組みが想定出来ること、

2)今後の円滑なプロジェクト進捗のためにも今回の協議結果は正式に取り交わす必

要があることから、プロジェクトマネージャーとなる RNRRC-East 所長にティンプー

に出向いてもらい協議を継続した結果、プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、

成果について整理し、可能な範囲でミニッツにとりまとめ、農業省にてサインを行っ

た。  
その後、同じ団員にて再度第二次事前評価調査団を派遣し、PCM ワークショップを  

実施した。第一次の調査にて RNRRC-East 及びモンガル･ルンチ県の現状は把握され

たことから、第二次における PCM ワークショップは関係者を首都ティンプーに集め

て実施した。  
 

２－２ ブータン側実施体制 

プロジェクトの実施機関は農業省東部農業研究センター（Renewable Natural 
Resource Research Center-East: RNRRC-East）及びモンガル・ルンチ両県としている。

RNRRC はブータン国内に全部で 4 カ所あり、今回対象となる RNRRC-East はブータ

ン東部地域の 6 県を管轄している。国から課された主要課題は園芸であるが、対象地

域に対しては園芸の他、稲作、畜産、林業など農業全般にかかわる支援を行っている。

プロジェクト対象地域はこのうちモンガル及びルンチの 2 県である。  
 

２－３ RNRRC-East の活動状況 

RNRRC-East は、所長をはじめスタッフも熱心に活動しており、今回のプロジェク

トに対してもその能力向上のための強い期待が感じられた。  
RNRRC-East のメインセンターとなる Wengkar（以下ウェンカル）試験場には、現

在個別専門家が派遣されていることもあり、試験場の圃場では果樹・野菜を始め様々

な作物が栽培され、管理も比較的良好であった。しかし、これまでの活動に対する着

実な成果は見られるものの、基本的な機材すらほとんど整備されておらず、また技術

レベルもまだ低く、稲作及び普及技術をはじめとしたその他の分野の協力の必要性も

感じられた。  
 

２－４ ブータン国の農業普及体制について 

今回の調査の結果、ブータン国の農業普及体制は、RNRRC、県に所属する農村開  
発局(Extension Agency)、及び各郡(Geog)にある RNRRC 普及センター(Extension 
Center)の 3 つから主に成りたっていることが明らかとなった。しかし、県の普及担

当である農村開発局の職員として、農業担当者は一人配置されているのみでその活動

は単発的であり、また RNRRC-East の指導能力も低いことから現状のシステムはきわ

めて脆弱であった。今後ブータン国としてどのような普及システムを作っていくのか

といった点についても明確な回答が得られなかった。プロジェクト開始までにブータ

ン側にてこの点を再度整理してもらい、またプロジェクトとしてもどの部分を支援出

来るかについて検討していく必要がある。  
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２－５ ワークショップの実施（第二次事前評価調査） 

ブータン側からはメインサイトとなる RNRRC-East のプログラムダイレクターはじ

め、RNRRC-East のスタッフ、モンガル･ルンチ両県の普及担当職員、4 つのモデル地

区の普及員がそれぞれ出席し、日本側からは専門家候補者 2 名も出席した。ワークシ

ョップではそれぞれの立場から活発な意見交換がなされ、その結果詳細な活動計画を

策定することが出来た。ブータン側の参加者は皆非常に熱心であり、活動に対する意

見も多く出され、プロジェクトの実施者であるとの自覚とオーナーシップが強く感じ

られた。このように実際のプロジェクト実施者のほとんどの参加を得られたことは、

現実的な活動計画の策定、スムーズなプロジェクト運営に大きく寄与するものである

と考えられる。  
 

２－６ プロジェクト活動の枠組み 

第二次事前評価調査では、2 日間にわたる PCM ワークショップ及びその後の協議

で、以下のような活動の枠組みを決定した。前回の調査同様、最終受益者は末端農家

であるとの共通認識から農業生産技術の普及に重点をおいた活動内容となった。農業

生産として目指すものとしては、当面は自給率の向上であり、余剰作物が出た場合は

西部地域への進出を目指す考えである。活動内容、スケジュールの詳細についてはミ

ニッツ別添の PDM、PO 参照。  
 
1）プロジェクト名  

Agricultural Research and Extension Support Project in Lhuntse and Mongar 
2）プロジェクト目標  

Technical delivery mechanism between research and extension is improved. 
3) 成果（3 つ）  

1：Suitable technical options are developed for dissemination. 
2：Extension system is strengthened in 2 Dzongkhags for better technical service 

delivery 
3：Farmers' technical capacity is improved through pilot testing of farmer, research 

and extension linkage in 4 model Geogs. 
 

活動の枠組みを決定するにあたっては、RNRRC-East 所長から、活動内容がプロジ  
ェクトサイト(RNRRC-East)の研究能力の向上に留まることなく、これらの技術をい

かに農家に普及させていくかについても積極的に取り組んでいきたいとの強い意向

が再三にわたり示された。そのため、活動を 2 本柱とし、農家に適した生産技術の研

究（活動 1）及び普及システムの改善（活動 2）の両方に取り組むこととし、普及に

も焦点をおいた枠組みとした。またその他に実践的な活動の場として農家を対象とし

た活動 3 を加えることとした。  
 

２－７ モデル地区(郡)の決定 

先方からの要望を基に協議した結果、モンガル県とルンチ県にそれぞれ 2 つの Geog
（群）を中心としたモデル地区が選定され、合計 4 つのモデル地区が決定された。  

モンガル県：  

1) Mongar Geog 
2) Salling Geog 

ルンチ県  ：  

3) Menbi Geog 
4) Menji Geog                   ＊Geog:郡  

 

           

 5



２－８ プロジェクト活動とブータン国家計画との整合性について 

協議中、ブータン側からはプロジェクトとブータン国の農業政策との整合性につい  
て留意すべきとの意見が多く出された。ブータン国では国家レベル、Dzongkhag(県)

レベル、Geog(郡)レベルにて既に確立した計画策定プロセスが存在しており、既存の

定例会議が存在する他、評価の際に用いる様式も規定のものが存在するとのことであ

った。  
当プロジェクト活動ではこれらを生かしつつワークショップ等の活動を実施してい

くことで合意した。一方、現状では計画策定のみで実践が伴っていないことも多く、

当プロジェクトでより実践的な計画が考案された場合、国家計画にフィードバックす

ることも重要である。  
 

２－９ ブータン側の予算状況 

ブータン国は国家予算の多くを海外ドナーに頼っており、今回の対象地域も例外で

はない。東部地域の農業予算はブータン国独自の予算の他、第 2 次東部総合農村開発

計画（Second Eastern Zone Agriculture Program : SEZAP）のローンによるところが大

きい。SEZAP の活動の中には研修も含まれており、当プロジェクトとのデマケが必要

と考えられ、また当プロジェクトが開始されることによってこれら他国からの援助予

算が削減される恐れもある。RNRRC-East のサイトでは現在建築中の研究棟の他、研

修棟を建設予定とのことであるが、この予算について当プロジェクトで対応可能かど

うかについては検討を要する。  
 

２－１０ JICA の技術協力プロジェクトへの理解について 

上述のとおり、ブータン国の事業は海外ドナーからの援助に頼るところが大きく、

またその多くがローンやインフラ整備である。当プロジェクトに対してもインフラ整

備や機材に対する要望が多く出された。JICA スキームの一つである「技術協力プロジ

ェクト」はあくまで技術協力による人材育成が目標であり、ブータン側にもこの点に

ついて理解を深めてもらう必要性を強く感じた。  
それ以外の日本国からの農業関連スキームとしては KR2 によるパワーティラーの

供与に期待する声が大きい。パワーティラーはブータンのような道路整備の進んでい

ない地域でも利用度が高く、政府及び農家ともに要望が強い。供与に加えて機材のメ

ンテナンスや操作指導への要望も出された。  
 

２－１１ 日本側の投入 

プロジェクトに対する日本側の主な投入として、長期専門家 3 名（チーフアドバイ

ザー兼園芸作物技術、稲栽培技術、調整員兼普及）、短期専門家の派遣（年間 3 名程

度）、研修員の受け入れ（第三国を含む）、供与機材の投入を行うことで合意した。  
 

２－１２ 農村開発に関わる活動について 

これまでの農業プロジェクトではその内容が生産技術に絞られがちであったが、

JICA にて 4 月に農村開発部が発足したのに伴い、農村をより広い範囲で捉え地域全体

の開発を目的とした活動とすることが重要となった。そのため、普及員等から出され

た要望の中にあった「灌漑用水の生活用水への利用」や「小規模な食品加工」等、Output3
の活動中に生活改善に関わる活動項目が加えられた。  

 
２－１３ プロジェクト環境について 

1）プロジェクトサイトへのアクセスについて  
当プロジェクトサイトはブータン東部に位置し、首都ティンプーから車で約 2 日  

間を要する。道路状況はそのほとんどが山道であり、特にジャカル以降急な崖道が  
続く。雨季にはがけ崩れも多いことから、通行に際し安全性には十分注意する必要  
がある。このようなことから短期の専門家派遣については雨季（6 月中旬～9 月中

旬）を避けるべきであり、また車及び運転手の手配においても運転技能など安全走
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行に留意する必要がある。  
 

2）生活環境について  
プロジェクトサイト付近の生活環境については、電気・水道ともにブータン国内  

では比較的整備されている方である。しかし、停電が頻繁に起こることや医療体制  
等が他の派遣国と比較してかなり脆弱であることから専門家派遣の際には配慮が必  
要である。  
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第３章 プロジェクト実施体制 

 

３－１ 責任機関及び実施機関の組織について   

責任機関：農業省  

実施機関：RNRRC-East、モンガル県庁、ルンチ県庁  

責任機関である農業省には、農業研究及び普及部門を担う CORE（ Council of 
Research and Extension）が属しており、その中の Research Division にある RNR 部門

に 東 部 農 業 研 究 セ ン タ ー （ Renewable Natural Resource Research Center-East : 
RNRRC-East）は属している。RNRRC-East の他、RNRRC はブータン国内に全部で 4
カ所存在し、本プロジェクトの実施機関である RNRRC-East はその中の東部 6 県を管

轄している。RNRRC-East が CORE の中の Research Division に属しているものの、実

際には RNRRC は各地方において研究及び普及にかかる農業開発全般を主導的に実施

している。Extension Division については各県に属する農村開発局に農業、林業、畜産

の各担当官がおり、この農村開発局が各郡の普及センターを管轄している。当プロジ

ェクトの主要カウンターパート機関は RNRRC-East だが、各郡に 1 人ずつ配置されて

いる農業担当官の所属がルンチ、モンガル両県にある農村開発局であるため、ルンチ、

モンガル両県庁も実施機関に含め、当プロジェクトを通じて両者の連携を強めること

で合意に至った。しかし、県の普及組織体制は脆弱であり、普及活動についても

RNRRC が担当しているのが現状である。当プロジェクト活動を通じ農業普及に関す

る RNRRC-East、県、郡普及所の連携がとられるようになることが望ましい。  

 

３－２ プロジェクト対象地域、モデル地区について  

プロジェクト対象地域  

・モンガル県  

・ルンチ県  

 
モデル地区(郡) 

モンガル県：  

 

 1) Mongar Geog  

 2) Salling Geog  
ルンチ県：   
 3) Menbi Geog  
 4) Menji Geog ＊Geog:郡  

 

RNRRC-East が通常業務として管轄しているのは東部地域の 6 県であり、要請時に

は東部 6 県すべてをプロジェクトの対象地域に含めてほしいとの要請があった。しか

し第一次事前評価調査における関係機関との協議の結果、これまでの開発調査や個別

専門家派遣による協力効果の継続性の観点からも、本プロジェクトでは対象地域をル

ンチ、モンガルの 2 県に絞り、まずは改良技術の開発や地域特性を活かした農作物の
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試験研究と、その成果を確実に両県の農家に普及させる体制の強化に力を入れていく

ことを、ブータン側と日本側の双方で合意した。  

また、RNRRC-East のサブセンターのうち、Khangma（以下カンマ）試験場につい

ては、タシガン県に位置するものの、高地作物を担当するサブセンターであり、ウェ

ンカル、Lintmethang（以下リミタン）の両試験場との連携が日常業務レベルで必須

である点を重視し、サブサイトに含むことにした。  

さらに、モデル地区については、モンガル県とルンチ県側から出された要望を元に、

各県に 2 箇所ずつ、計 4 カ所をモデル地区として決定した。モデル地区の選定に関し

ては、郡の普及センターを軸にプロジェクト活動を実施していきたいとの意向がブー

タン側から強く出されていたことから、郡を単位としたモデル地区とし、計 4 つの郡

の普及所を中心に活動を行っていくことで合意した。  

 

３－３ プロジェクトに対する予算措置    

ブータン国における予算の確定時期は 5 月から 6 月であり、RNRRC 及び県は 1 月

～2 月に農業省、3 月に第 2 次東部総合農村開発計画（Second Eastern Zone Agriculture 
Program: SEZAP）に対し予算請求を行い、四半期ごとに支払いを受けている。来年度

の RNRRC-East のローカル予算は 34%が国際農業基金（ IFAD）の SEZAP から、66%

がブータン政府から支給される予定である。この他 KR 2 トラクターの販売利益を活

用し、RNRRC-East 本部であるウェンカル試験場の敷地内に管理棟及び研究棟を現在

建設中である。  

 

３－４ 建物及び建設の状況 

第一次事前評価調査にて RNRRC-East 本部を訪れたときには、ウェンカル試験場に

建物が 2 棟のみで、（1 階部分は分野別の執務室と会議室となっている。1 階部分は農

業資機材用の倉庫となっており、その他実験室が 2 部屋ほどある。）実験機材はほと

んど整備されていない状況であった。   

2003 年度末に RNRRC-East のメインセンターがカンマ試験場からウェンカル試験

場に移りスタッフも異動になったことに伴い、現在の建物では手狭になり、現在は管

理棟（ Administration Building）、研究棟（ Research Building）  及び研修用ホール

（Training Hall）を新しく建設する計画が進んでいる。既存の建物については今後農

家のための建物として使用するとのことであった。研修用ホールには県内の遠方の各

郡から研修に来る普及員のため、宿泊施設も備える予定とのことであるが、この建設

について日本側に負担してもらえないかとの要望がブータン側より出された。これに

ついては今後検討していくこととしたい。  

また、各県には普及の中心となる普及ホール（Extension Hall）の建設計画もあると

のことであった。その他、各郡にある普及センターの事務所について、建物の新築、

改修を行う計画があるとのことで、これについては一部本プロジェクトでも支援して

いくこととしたい。 
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３－５ 機材整備状況 

RNRRC-East はメインセンターであるウェンカル試験場の他にリミタンとカンマに

サブセンターを有している。  

野菜に関しては全ての試験場で試験研究を実施しているが、稲作についてはウェン

カルを中心にリミタンにおいても試験研究がおこなわれている。カンマにおいても標

高 2000m 以上の気象下での稲作に関して若干の試験が実施されているとのことであ

るが規模は小さいようである。  

今回の調査ではウェンカルとリミタンの 2 試験場を訪問した。ウェンカル試験場は

標高 1700ｍ、28ha の圃場を有しその内約 4ha が水田として利用されている。農作業

機械は中型トラクター1 台、耕運機 2 台－それに小型トラック等が稼動しているが、

その数および状態ともにプロジェクトを円滑に進めるには不十分であった。調査研究

用機材は古いバネ計を 1 台認めただけで何も無いといった状態であり、農業研究機関

としての責任を果たし、かつプロジェクトを円滑に進める上からも最低限必要な機材

を揃え試験研究が実施できる体勢を整える必要がある。  

農業基盤整備用機材としては、施工機械としてグレーダ付中型ショベル 1 台がウェ

ンカル試験場にあり、富安専門家の指導の下、同試験場の圃場整備に活用されていた。

しかし、その他の機材に関しては皆無に等しく、水源調査、用水量調査、測量、簡易

な施設施工等に必要とされる機材の投入が不可欠となると考えられる。  

普及に関わる機材も、これまで本格的に普及活動が行われて来なかった等の事情か

ら何も無い状態であり、今後必要な機材の調達を進め RNRRC-East が普及活動を実施

出来る体勢を構築して行くと同時に、モデル地区の普及事務所への機材支援も考慮す

る必要があると考えられる。  

 

３－６ カウンターパート 

RNRRC-East のメインセンターがモンガル県のウェンカル試験場になるのに伴い、

これまでメインセンターであったカンマ試験場に配置されていた試験機材の他、当プ

ロジェクトのプログラムマネージャーとなる RNRRC-East のプログラムダイレクター

をはじめ、相当数のスタッフが 2004 年 2 月にウェンカル試験場に異動した。カウン

ターパートリストはミニッツの ANNEX 3 のとおり。  
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第４章 プロジェクト協力計画の概要 

 

第一次事前評価調査では、協力期間、プロジェクト目標、成果等、大まかな活動の

内容について合意した。第二次の調査ではプロジェクトサイクルマネジメント手法を

用いた参加型計画ワークショップを実施し、詳細な活動の内容及びモデル地区を決定

し、最終的に PDM 及び PO を完成させた。  

二度にわたる調査にて決定した協力の概要は以下のとおりである。  

  

４－１ プロジェクト基本計画 

 協力期間、プロジェクト名、プロジェクト目標、成果については第一次事前評価調

査の調査にて相手国と協議し合意に至っており、今回は主に詳細な活動の中身及びモ

デル地区について協議した。  
 

（1）協力期間 

    5 カ年（2004 年 6 月 15 日～2009 年 6 月 14 日）  

プロジェクト活動の内容が地域に適した園芸作物や穀物の試験研究となって

おり、プロジェクトで取り組む農作物の栽培周期やカウンターパート機関への技

術移転を通じた人材育成、さらにこれらの技術を対象地域の農家へ普及するため

に要する期間を考慮し、5 年間の協力でプロジェクトを実施することで双方が合

意した。 

 

（2）プロジェクト名 

東部 2 県農業生産技術開発・普及支援計画  

Agriculture Research and Extension Support Project in Lhuntse and Mongar 
日本側は当初、基礎調査団の報告を受け、農村開発全般に取り組むことを想定

して The Rural development Project of eastern area of Bhutan（和訳：農業農村開

発プロジェクト）をプロジェクト名の案としてブータン側に提示した。しかし、

第一次事前評価調査におけるプレワークショップや協議の結果、この名称では農

村開発のすべてに取り組む印象が強く対象とする分野が明確でないこと、さらに

プロジェクト期間中に決められた成果を出すためにはある程度分野を絞ること

が必要であるとのことで合意した。  

その結果、農村開発分野のうち今回のプロジェクトの協力範囲を「農作物の試

験研究と普及」に絞ることとし、プロジェクト名については①RNRRC-East が管

轄する東部 6 県のうちの 2 県のみを対象地域としていることを明示し、②プロジ

ェクトの骨子である試験研究と普及を的確に表す名前を検討することになった。

プレワークショップで挙げられたいくつかの候補の中から、最終的にはブータン

側から提案された Agriculture Research and Extension Support Project in Lhuntse 
and Mongar（和訳案：ルンチ・モンガル県農業試験研究・普及支援プロジェク

ト）に決定することで調査団も同意した。  
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和名については第一次事前評価調査後に日本側で協議した結果、ルンチ県とモ

ンガル県を加えると長いので「東部 2 県」とし、対象地域の範囲を明確に示すこ

とになった。また英語の research は「研究開発」や「試験研究」と訳すと、実験

室を拠点にした研究員ための高度な研究プロジェクトというイメージが強くな

ってしまい、これはブータン側が要請書提出時から強調し、本プロジェクトの協

議過程でも重視してきた「農家への普及を前提とした技術開発」という概念と異

なるため、「生産技術開発」と意訳することになった。  

 

（3）対象グループ 

① モンガル県とルンチ県の農家  

② RNRRC-East（ウェンカル、リミタン、カンマ）の職員  

③ モンガル県とルンチ県の農業担当者、普及員を含む農業普及関係者 

第一次、及び第二次の調査の協議にてこれら 3 つのグループをプロジェクトの

対象とすることを双方が確認した。  

 

（4）上位目標 

東部地域にて農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用され

る(Potential technical options for increasing agricultural productivity are 
 identified and adopted in eastern region.) 

 

指標 1: モデル概念から抽出された教訓が、国レベルの農業分野の技術開

発と普及戦略の向上のために活用される 

指標 2: 園芸作物の輸出に占める東部地域の割合が 30%増加する（増加量

については、プロジェクト実施後のベースライン調査の結果を踏

まえ、先方政府と協議の上決定する） 

指標 3: 国内穀物生産に占める東部地域の割合が 10%増加する（増加量に

ついては、プロジェクト実施後のベースライン調査の結果を踏ま

え、先方政府と協議の上決定する） 

プロジェクト終了後、5 年後に発現するであろう間接的、長期的な効果やイン

パクトを上位目標と位置付け、第一次事前評価調査で決定した上記、上位目標の

内容の的確さや実現可能性について、関係者間で協議した。その結果、主要カウ

ンターパート機関の RNRRC-East は東部 6 県を管轄し主導的役割を果たしてい

ることや、組織の任務として常にこれら地域全体の農業技術開発を念頭に活動し

ていることから、同センターの研究員、研究補、職員の生産技術開発に関する技

術、能力のレベルがプロジェクトを通じて向上すれば、プロジェクトの波及効果

はモデル郡以外の 2 県、さらには東部地域にも発現するだろうという意見が大勢

を占めた。さらに、プロジェクトのカウンターパート機関で対象グループに含ま

れている RNRRC-East のカンマセンターは東部タシガン県に属していることか

ら、モンガル県、ルンチ県以外の地域にプロジェクト効果が間接的に波及する可

能性は高い。したがって、上記のような上位目標を設定することになった。  
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上位目標の指標については、「技術の選択肢が増え、同地域で採用される」と

いうことは、プロジェクト効果が協力終了後に国レベルの農業戦略の一部に反映

されていることが必要かつ重要だという意見が出された。したがって、モデル概

念から抽出された教訓が、技術開発と普及戦略の向上のために活用されるという

ことを指標の 1 つに加えた。  

またブータン側 RNRRC-East から、現行の農業政策で園芸作物は輸出を念頭に

置いた品質や生産量の向上、穀物は自給率の向上という観点から重視されている

ため、これらの政策と合致するインパクト指標が必要で、園芸作物の輸出に占め

る東部地域の割合と国内穀物生産に占める東部地域の割合の増加を上位目標の

指標に含めることが提案された。実際に東部地域で農業生産性を向上させる技術

が採用されれば、これら園芸作物の輸出と国内穀物生産に占める東部地域の割合

が増加することが想定されるので、それぞれを上位目標の指標として設定した。 

し か し 調 査 中 に 確 認 が と れ な か っ た 現 状 の 割 合 に つ い て 、 調 査 終 了 後

RNRRC-East に回答を求めたところ、園芸作物の輸出量に関する正確な統計はな

く、国内外の販売量を目安にして使っていることが判明した。この指標によると、

主要輸出園芸作物であるオレンジとジャガイモの国内外販売量全体に占める東

部地域からの販売量の割合はそれぞれ 24.5%、29.4%である。また、国内穀物生

産の東部地域に占める割合は、2000 年の農業統計によれば、米で 12.73%、とう

もろこしで 35.5%だという。  

      上位目標の指標 2 についてはベースとなる統計が現時点では入手不可能であ

るため、プロジェクト実施後に入手可能な指標を再度、関係者間で協議する必要

がある。また指標 3 についても、全国の穀物生産量に占める東部地域の割合とな

ると、特に西部地域の穀物生産量の増加、全国に占める同地域の割合の増加にも

左右される可能性が高いので、指標の値が適正かどうか、あるいは東部地域の穀

物生産量の増加など代替指標の可能性についても、運営指導調査までにプロジェ

クト関係者で改めて検討する必要があるだろう。  

 

（5）プロジェクト目標 

技術開発と普及活動の連携が図られ、農業普及が促進される 

（Technical delivery mechanism between research and extension is improved. ）  

 

指標 1： プロジェクトで開発・普及された技術を採用する農家の数が、4 つ

のモデル郡と近隣郡でプロジェクト終了時までに増加する（増加目

標値については、プロジェクト開始後先方政府と協議して決定する）

指標 2: 会議や現地踏査など技術開発と普及の共同活動の数が、プロジェク

ト期間中に増加する（増加目標値については、プロジェクト開始後

先方政府と協議して決定する） 

指標 3: 農家と普及、技術開発の連携強化がモデル概念として、プロジェク

ト期間中に開発され、文書化される 
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プロジェクト目標は以下の 4 つの成果（アウトプット）の総体とし、また当プ

ロジェクトがプロジェクト期間内に受益者に及ぼす直接的な変化と位置付けで

検討した。ブータン側との協議の結果、これまで農作物の試験研究、普及体制が

それぞれ脆弱であることに加え、相互の連携が不十分であった点を踏まえ、本プ

ロジェクトにて研究と普及の相互間の技術改善とフィードバックの仕組みを向

上させることが最も重要であるという結論に至り、上記のとおり設定した。  

「農業普及の促進」については関係者間でも議論となった。これまで縦割り

行政で相互の有機的連携が不十分であった農業生産性技術開発と普及、さらに

普及の最終受益者である農家との連携を図ることによって、農業普及が促進さ

れると捉えるべきだという意見が支持された。これに対応する直接指標として

は、技術開発と普及の共同活動の数が増加されることが挙げられた。また上記、

農家、普及、技術開発の連携のモデル概念の中身については、プロジェクト開

始後、関係者の話し合いによって決めていくことになったが、農業セクター全

体ではこれらの連携が優先課題となっており、他地域にも有用で適用可能な教

訓、提言の抽出がプロジェクトに期待されている。この点をふまえ、プロジェ

クト目標の指標の 1 つに、プロジェクトの実施を通じて、連携強化が最終的に

モデル概念として的確に文書化されたか否かが設定された。さらにプロジェク

トの効果は普及員に留まることなく、モデル郡と近隣郡の農家に便益が及ぶこ

とを目指すべきだという議論から、連携の間接的な効果を測る指標として、モ

デル郡と近隣郡で技術を導入した農家の数の増加が加えられた。なお、指標 1
の技術を採用する農家の数と指標 2 の技術開発と普及の共同活動の数がいくつ

になったら「達成された」と判断するかについては、ベースライン調査終了後

設定する必要がある。  

 

（6）成果 

1) 成果 1  

普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、RNRRC-East によって開発され

る(Suitable technical options are developed for dissemination by the RNRRC-East）

 

指標 1: 少なくとも稲作 2 品種、野菜 3 品種、果樹 3 品種が、プロジェクト

終了時までに奨励される  

指標 2: 少なくとも 5 種類の生産管理に関する技術マニュアルが、プロジェ

クト終了時までに作成される   

指標 3: 10 から 15 の様々な普及教材が、プロジェクト終了時までに作成さ

れる   

プロジェクト対象地域のモンガル県、ルンチ県は、農地の多くが急傾斜地に

あり、灌漑設備の整備が不十分で天水に頼る部分が多いため平均収量はヘクタ

ール当たり 2 トン前後で、米の不足分を輸入に頼っているのが現状である。同

地域は亜熱帯性の高地気象域にあり園芸作物など換金作物の生産高を増やせる

可能性はあるものの、耕作に適した土地面積が小規模で点在していることや、
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農家の栽培技術のレベルが低いことから、適正作物の導入、普及が十分に行わ

れていない。  

こうした課題に対応するため派遣された個別専門家による RNRRC-East での

4 年間の技術指導の結果、同センターの農業生産技術、特に園芸作物に関する

試験能力、技術能力の改善が着実にみられるようになった。しかしながら、

RNRRC-East が農業開発の中心的役割を担うことが期待されていることを考え

れば、今後も技術レベルの向上が必要不可欠である。したがって成果 1 は、

RNRRC-East の技術開発能力の向上に重点を置く成果となった。  

同センターは適正作物や適応技術の研究・開発だけでなく、県から許可を得

て直接農家に普及指導を行っているが、普及体制の強化を目指す成果 2 との違

いがわかりにくいという指摘がプロジェクト関係者からなされたため、「開発・

普及される」と併記するのではなく、「普及を目的とした」と修正することにな

った。  

指標については直接指標として、奨励された品種の数と技術マニュアルの数

が設定された。また普及教材は普及員や県の農業担当職員が作成することは現

在のマンパワーや能力から適切ではなく、RNRRC-East が担うべき活動である

という結論に至り、成果 1 を測る補足指標として、その数が加えられた。  

 

2) 成果 2  

よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される  

（Extension system is strengthened in 2 Dzongkhags for better technical service 

delivery）  

 

指標 1: プロジェクト終了時までに、技術的なスキルの訓練を受けた普及員

の数 

指標 2: プロジェクト終了時までに、普及員を対象に行われた技術研修や指

導された技術の数 

指標 3: 普及員の計画管理に関する自己評価が、プロジェクト実施期間中に

向上する 

指標 4: 普及員の計画管理に関する他者評価が、プロジェクト実施期間中に

向上する 

強化すべき「普及体制」の具体的な内容について議論し、ブータン側からは

現行の普及体制の課題は、郡の開発計画に基づいて立案される普及年間計画と

実施、情報管理など普及活動の運営管理面と、普及員の技術能力面の向上であ

り、これらに重点を置いて活動したいとの意向が示された。また 4 つのモデル

郡に限った活動を展開する成果 3 との違いを鮮明にするため、成果 2 のプロジ

ェクトの要約に「2 県」を加え、4 つのモデル郡に限らずモンガル県とルンチ県

の「2 県」を対象とすることを明示した。  

指 標 は 、 運 営 管 理 面 と し て 普 及 員 の 計 画 管 理 に 関 す る 自 己 評 価 と 、

RNRRC-East のプログラムダイレクターや普及プログラム担当職員、県の普及
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担当者、日本人専門家による能力評価が設定された。このような自己評価や他

者評価は、毎年実施する予定の普及員対象ワークショップ時などで実施し、初

年度の値をベースとしてプロジェクト期間中の変化を測定することが提案され

た。  

技術面の能力向上は、研修を受けた普及員の数と技術研修や指導された技術

の数など実績値で測ることにした。ただし、数がいくつになったら「達成され

た」と判断するかについては、プロジェクト開始後に決定する必要がある。  

 

3) 成果 3  
農家と技術開発、普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、4 つのモデ

ル郡の農家の技術能力が向上する  

（Farmers' technical capacity is improved through pilot testing of farmer, research 

and extension linkage in 4 model Geogs）  

 

指標 1: プロジェクト終了時までに、研修に参加した農家の数が増加する 

指標 2: プロジェクト終了時までに、農家を対象に行われた技術研修や指導

された技術の数 

指標 3: プロジェクトが普及した農業生産に関する技術や生活改善に関する

技術についての農家の知識、取り組み姿勢、実践活動とプロジェク

ト活動への参加の度合いが、終了時調査の実施までに増加・向上す

る 

前回決定した成果 3 を再度検討した結果、プロジェクト開始前から 2 県と県

内の各郡のプロジェクトに対する期待が全般的に高いため、誤解が生じないよ

うプロジェクトの範囲や対象地域を明確にした。さらに、既述の成果 2 との違

いを打ち出す必要があるため、成果 3 の介入対象の規模について、2 県ではな

く「4 つのモデル郡」に限定されることがわかるように明示した。4 つのモデル

郡に絞った背景には、農業生産の技術開発と普及、農家の連携を同地域で実証

研究的な位置づけで行い、他地域にも適用・応用可能なモデル概念として確立

させようという考えがあった。具体的には、RNRRC-East により開発された農

業生産技術や作物を、普及センターや展示圃で普及員から、あるいは研修の実

施や技術指導の形で直接 RNRRC-East から農家に普及することを想定している。

このように 4 つのモデル郡の活動は、3 者の連携に関するモデル概念を確立さ

せるための「試験的取り組み」であることを強調するため、成果 3 の要約で明

示することになった。  

農家の技術能力の向上を測る指標については、研修に参加した農家の数と研

修の数を定量指標として設定した。これらの指標の達成目安がいくつになるか

は、プロジェクト開始後に設定する必要がある。また農家が持つ農業生産と生

活改善技術の知識、取り組み姿勢、実践活動やプロジェクト活動の参加度合い

を、プロジェクト開始時と開始後に調査・比較して定性的な変化をみることに

なった。この指標 3 については、ベースライン調査後に目指す数値を決定する
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必要がある。  

 

(7) 活動 

成果ごとの活動は以下のとおりである（詳細は活動計画表を参照のこと）。 

1) 成果 1 の活動 

成果 1 の活動実施主体は RNRRC-East で、稲作分野は栽培管理技術の改善、

優良ローカル品種の純系撰抜などを含む品種導入、種子生産と普及関連の 4
つに大別される。園芸分野については、個別専門家が技術移転してきたこれま

での活動を継続・強化する観点から、生産技術管理の改善や適正換金作物の導

入、灌漑技術と土壌施肥管理技術の改善、普及関連の活動が予定されている。 

 

成果 1: 普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、RNRRC-East によって

開発される     

活動: 

1) 稲作の生産技術を向上させる  

2) 品種を導入する       

3) 種子生産を行う  

4) 園芸作物の生産管理技術を向上させる   

5) 地域の特性に適した野菜と苗の生産技術を改善する  

6) 灌漑技術を改善する  

7) 土壌施肥管理技術を改善する  

8) 普及教材を準備する 

＊補足説明（稲作分野） 

稲作分野の業務は栽培管理技術改善、品種導入、種子生産と普及関連の 4 つ

に大別される。 

a. 栽培管理技術改善 

C/P との協議の結果、当分野では苗床管理と移植方法および施肥方法の改

善を優先課題と考え、プロジェクト開始と同時にこれらに着手することが決

定された。その後病害虫防除、雑草防除および収穫後処理に関して技術改善

を進める事が確認された。  

b．品種の導入 

ブータン国は IRRI と協力関係を築いており、研究員の交換および系統の

導入が行われている。また、RNRRC バジョー試験場で導入と交雑育種が実

施されており、選抜された優良系統が各 RNRRC に持ち込まれ適応試験が実

施されている。1988 年の IR 64 をかわきりにこれまでに 12 品種が奨励され

ている。現在適応試験は継続中であり試験の精度向上とプロジェクト期間中

に新たに 2 品種を奨励して行くことが確認された。その他、2 つの優良ロー

カル品種の純化も実施して行く事が確認された。  

c．種子生産 

種子生産については、RNRRC で実施される公的レベルと農家レベルでの
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技術改善が求められており、その改善目標は他品種および他作物混入の除去

である。  

d．  普及関連 

上述した業務を通して改善された技術等を利用しマニュアル、研修用テキ

ストおよびビデオ教材等を作成すると同時に普及員との関連を強化し研修現

場での指導および展示圃を展開し普及の促進を図ることが確認された。  

 

以上が稲作業務関連に関わる事項であり、他に稲作関連の研修員については

宮崎県総合農業試験場に全て引き受けて頂ける事で内諾を受けている。 

 

2) 成果 2 の活動 

成果 2 の活動実施主体は県農業担当者と一部 RNRRC-East で、郡の開発計

画に基づいて立案される普及年間計画と実施、情報管理など普及活動の運営管

理面と、普及員の技術能力面の向上に関する内容となっている。活動の対象は

農業普及員だが、モデル郡の普及員のみならず、モンガル県とルンチ県内の

24 郡に配置されているすべての農業普及員を含むことを想定している。  

 

成果 2: よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される 

活動: 

1) 技術開発、普及、農家を対象としたベースライン調査と終了時調査を  

実施する  

2) 4 つのモデル郡で郡に関する体系的な情報管理に着手する  

3) 郡の年間計画（普及計画を含む）の準備のため、普及員対象のワーク  

ショップを毎年実施する  

4) 2 県の普及員と選抜された農家対象の技術研修を実施する  

5) 2 県の選抜された農家を対象にスタディーツアーを実施する  

6) 先進的な普及員の取り組みを実施に移すための支援を行う  

7) 先進的な取り組みを行った農家の活動を支援する 

＊補足説明 

普及にかかる活動は主に実態調査（開始前のベースライン調査、終了前の調

査）、2 県の農業担当局を中心とした普及計画の作成、モデル地区での活動の

3 つに大別される。  

     a．実態調査 

本活動についてはプロジェクト開始後早急に活動の詳細をプロジェクト内

で協議し、具体的な調査についてはブータン国内のローカルコンサルタントを

活用して実施することとする。 

     b．普及計画の策定 

        2 県の農業普及担当局が中心となり、モンガル県及びルンチ県内の 24 郡の

普及員（24 名）を対象としたワークショップを実施することとする。  

     c．積極的な普及員・農家のモチベーションの向上  
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本プロジェクトにて積極的な活動を行った普及員及び農家については何ら

かの支援を行い、そのモチベーションを向上させることが必要ではないかとの

意見が出され、これらは活動の一環として加えられた。  

3) 成果 3 の活動 

成果 3 については、主に 4 つのモデル郡を対象としてプロジェクト成果（1
と 2）の実証を図る活動内容になっている。そのため主な実施主体は 4 郡の農

業普及員だが、実際の活動に際しては、成果 1 と 2 をそれぞれ担当する

RNRRC-East と県の農業担当者と緊密に連携・協力して行うことになるだろう。 

 

成果 3: 農家と試験研究・普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、  

4 つのモデル郡の農家の技術能力が向上する 

活動: 

1)プロジェクト概念に関する啓発ミーティングを実施する  

2)農家を対象に、技術の簡易ニーズアセスメントを実施する  

3)新しい農家グループの組織化と、既存農家グループの強化を促進する  

4)農家向けの多種多様な研修を実施する  

5)年間ワークプラン（郡の年間計画の一部）の草案を作成する  

6)展示圃で技術を実証する  

7)スタディーツアーを実施する  

8)生活改善に関する補完的な活動を推進する 

 

４－２ 両国の投入 

 ４－２－１ 日本側の投入 

(1) 長期専門家派遣 

長期専門家の指導科目としては、以下の分野で 3 名を予定している。  

1) チーフアドバイザー /園芸作物栽培技術  

2) 稲作栽培技術  

3) 普及指導 /業務調整員  

なお、チーフアドバイザーについては園芸作物又は稲栽培技術との兼任、業

務調整員については普及指導との兼任とすることとした。  

(2) 短期専門家派遣  

必要に応じ短期専門家を派遣することとする。プロジェクト活動内容を先方    

政府と協議した上で検討する必要があるが、初年度は農業基盤整備（小規模な

排水灌漑施設等）分野での要請があった。  

なお、建築施工分野についても当初要請のあったものの、ブータンの建築様    

式はすべて伝統的であり、日本の技術を直接移転することは適さないと考えら  

れ、本邦からの派遣より現地のローカルコンサルタントを配置することが適切

であることから、ブータン側にもその旨提案を行ったところである。  

（3）研修員受入れ 

本邦研修と第三国研修については、年間 4 名程度の派遣を予定している。本
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邦研修については、開始年度にプロジェクトの主要なカウンターパートを対象

として日本の農業試験場及び農協等、農業普及体制を理解するための視察型研

修を予定している。また、技術的な研修については、開始年度に以下のような

研修科目を予定している。  

1) 果樹剪定  

2) 果樹ウイルス  

3) 野菜栽培  

 

（4）機材供与 

初年度に重点的に配置し、中間評価以降はスペアパーツ等の供与が考えられ

る。初年度の供与予定機材として、調査車両、コンピューター一式、気象観測

機、掘削機、発電機、精米機、計量秤等を想定している。 

 

（5）現地活動費 

        一般現地活動費に加え、旧現地適用化事業費でモデル地区の普及センター   

の施設改修を予定している。 

 

４－２－２ ブータン側の投入 

（1）カウンターパートの配置  

RNRRC-East からメインセンターのウェンカル、サブセンターのカンマとリ

ミタンの職員、研究員、研究補及びモンガルとルンチ両県の農業担当職員であ

る。モデル郡の農業普及員もプロジェクトにとって重要な関係者となる。  

 

（2）施設の提供 

   RNRRC-East ウェンカル試験場の敷地内に、現在ブータン側の予算で事務棟

と研究棟を建設中である。日本人専門家の活動拠点もこの試験場が中心となる

予定で、活動に必要な施設及び執務スペースについてはブータン側が提供する

こととした。  

 

（3）ローカルコストの負担 

     ブータン側には可能な限りのローカルコスト負担を求めることとする。負担

分担項目については、協力内容を協議した上でプロジェクト開始時までにブー

タン側と取り決めることとする。  
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第５章 第一次事前評価調査ワークショップ 

 

当初の計画では時間的制約からプロジェクトサイクルマネジメント(Project Cycle 
Management：PCM)手法を活用した参加型計画ワークショップは 2 日間のみ開催され

る予定であったが、このワークショップを効果的に行うために、事前に計画分析(参加

型手法)団員のみ現地入りし、RNRRC-East のカウンターパートを対象にしたプレワー

クショップを計画していた。プレワークショップは予定どおり開催できたものの、前

述のブータン国軍の掃討作戦のため、急遽、調査団全員が首都に退避することになり、

プロジェクト関係者を招待して開催する予定であった参加型計画ワークショップを中

止せざるを得なくなった。  

したがって、本章ではプレワークショップの結果について記述する。  

 

５－１ プレワークショップの目的とプロセス 

 プロジェクトの枠組みを参加型で立案することを目的に、主要カウンターパート機

関となる RNRRC-East の職員 18 人と JICA 個別専門家 1 人の参加を得て、PCM 手法

を用いたプレワークショップが行われた。プレワークショップの冒頭、プロジェクト

の概念とプロジェクト管理、PCM 手法の説明を行い、その後、関係者分析、問題分析、

目的分析を実施した。また本隊調査団到着後に、これらの分析結果をブータン側と日

本側調査団で共有し、プロジェクトの選択を行った。（プレワークショップの結果は、

ミニッツ添付資料の 5-a～5-d を参照）。  

 

５－２ 関係者分析 

プロジェクトにより影響を受けると考えられる対象グループをはじめ、すべての利

害関係者を特定するための関係者分析と、プロジェクトの対象グループの特徴を明ら

かにするための詳細関係者分析が行われた。  

この関係者分析では、様々なグループと組織が挙げられ、これらを 1)予定されてい

るプロジェクトの対象グループ（受益者）、2)意思決定者、3)実施機関、4)協力機関、

5)資金提供機関、6)潜在的な反対者の 6 つのカテゴリーに基づき分類した。  

対象グループは、①モンガル県とルンチ県の農家、②RNRRC-East (ウェンカル、リ

ミタン、カンマ )の職員、③モンガル県とルンチ県の農業普及員の 3 つが特定された。

これら対象グループのうち、RNRRC-East 職員が東部の農業技術開発の主導的役割を

担っていることから、プロジェクトの初期は、特に同職員の農業技術・能力の向上を

重視すべきだという意見が出された。同センターの担当業務は、本部のウェンカルが

中間山地作物、リミタンが亜熱帯作物、カンマが高地作物と分かれているため、プロ

ジェクトでは、ウェンカルのみならず、リミタン、カンマの両サブセンターも対象に

含めるべきだという意見が大勢を占めた。  
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５－３ 問題分析 

関係者分析で特定された 3 つの対象グループのうち、問題分析では、農家が直面し

ている包括的な問題、いわゆる中心問題を「（東部で）改良技術を採用する農家が少な

い」に設定して分析が進められた。  

参加者は中心問題をもたらす直接的な原因を「農家が自給自足型農業を営んでいる

ため」と考えた。さらにこうした状態をもたらす原因として、地勢的・物理的問題（例：

急峻な地形、市場がない）や新しい技術に晒される機会が限られている、農業資機材

が不十分である点が挙げられた。  

問題分析の開始直後は、参加者の多くが、地勢的・物理的問題とサービスの受け手

である農家側の問題（例：低所得）を指摘していたが、サービスの提供側の問題につ

いても検討するよう促したところ、普及体制の不備、RNRRC-East の職員の能力が不

十分などのカードが出された。地勢的・物理的な問題は、東部が抱えている様々な問

題に影響を及ぼしている根源的な要因であるという意見も多くみられた。  

 

５－４ 目的分析 

目的分析は、問題の解決によって得られる望ましい状況と、そのような状況を得る

ための現実的な手段を検討するプロセスである。中心問題が解決された望ましい状態

は「（東部で）改良技術を採用する農家が増える」だが、これについては急峻な地形で

肥沃な土地が限られていることや、普及員 1 人あたりの担当地域範囲が広く、個々の

普及能力や技術が低いなどの制約要因が多いことから、プロジェクト期間中に解決さ

れている現実的な望ましい状態とは言い難いという意見が出された。議論の結果、「（普

及可能性のある地域や一部新技術を既に採用している農家の）改良技術のレベルが向

上する」が、主要対象グループである農家にとっての中心目的として設定された。  

中心目的を実現するための現実的な手段として、「発展可能性のある地域で、農作物

の改良技術が採用される」が参加者によって特定された。さらにこれを達成するため

の手段は、次の 4 つが挙げられた。1）ローカルマーケットを拡大する、2）商品化で

きる農作物が特定される、3）農民が多様な適正技術を習得できるようになる、4）農

業資機材の適時・適量の供給体制が改善される。  

 

５－５ プロジェクトの選択 

プロジェクト選択とは、プロジェクトの構成要素を目的系図から見つけ出し、そこ

で得られた情報に基づいて特定プロジェクトの戦略を選択するプロセスである。プレ

ワークショップでは時間の制約により、目的分析の過程で話し合われた問題解決のた

めの手段のうち類似するものを分類し、次の 5 つのアプローチにまとめた。  

1) ローカルマーケットの拡大  

2) 作物・特産物の選抜と開発  

3) 改良技術・適正技術の普及体制の強化  

4) 展示効果による普及サービス提供の改善  

5) 農業資機材供給体制の強化  
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PCM 手法を使ったワークショップでは、技術面の実行可能性や社会文化面での受け  

入れやすさ、費用対効果、緊急性の度合い、対象グループへの影響度等の選択基準を

利用し、プロジェクトの範囲を把握するために、ワークショップの参加者が各アプロ

ーチに優先順位をつける。しかし、すでに先方政府から要請書が提出され、基礎調査

団とカウンターパート機関をはじめ関係者との協議が実施されているため、プレワー

クショップではこれまでの協議・調査結果を踏まえて、次の 3 つのアプローチを選択

することを、参加者の協議によって確認した。  

1) 改良技術の開発と適正作物・特産物の選抜および開発  

2) 改良技術と適正技術の普及体制の強化  

3) 展示効果による普及サービス提供  

 

上記アプローチ 1）の選択については、農産物の生産性を向上させるための改良技

術の開発と、適正作物や園芸作物など高付加価値のある特産物の開発が東部の農業開

発に不可欠で、将来の外貨獲得手段として位置付けられているため、プロジェクトの

優先課題として扱うべきだという意見や、これまで JICA の個別専門家派遣による効

果の継続性や日本の技術的優位性の観点を踏まえ、さらに RNRRC-East の技術能力向

上の観点から同分野への協力をプロジェクトで継続すべきだという意見が出された。  

プロジェクトの便益が対象グループであり最終受益者である農家に、直接及ぶ必要

があるとの理由から、RNRRC-East のセンターだけでなく当該コミュニティ内の展示

圃によって、農家への技術普及を意図したアプローチ 3）が選択された。  

上記アプローチ 3）の成果を実現する上で、現在の脆弱な普及体制の強化も同時に

進める必要があるとの認識から、アプローチ 2）が選択された。  
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第６章 第二次事前評価調査ワークショップ 

 

治安悪化に伴い第一次事前評価調査で開催できなかった参加型計画ワークショップ

（通称 PCM ワークショップ）を、第二次事前評価調査ではブータン側と日本側双方

のプロジェクト関係者 19 人の参加を得て、2 日間の日程で滞りなく実施した。以下、

PCM ワークショップの結果について述べる。  

 

６－１ PCM ワークショップの目的とプロセス 

 第一次事前評価調査のプレワークショップで議論したプロジェクトの枠組みを基本

とし、プロジェクトの概要表であるプロジェクトデザインマトリックス(Project 
Design Matrix：PDM) と活動計画表(PO：Plan of Operation)を完成させることを目的

に、PCM 手法を用いた 2 日間のワークショップを行った。ブータン側からは主要カウ

ンターパート機関の RNRRC-East から 4 人、モンガル県とルンチ県からカウンターパ

ートになる農業担当者 1 人ずつ、4 つのモデル郡から農業普及員 1 人ずつ、中央の農

業省試験研究・普及審議会から 2 人（うちダイレクターは初日の挨拶のみ）、農業省

農業局から 1 人が参加した。日本側からは専門家候補 2 人と調査団が参加した。前回

プレワークショップと異なり、県の農業担当者と郡に配置されている農業普及員も参

加し、実務者レベルのプロジェクト関係者がほぼ全員集まったので、具体的なプロジ

ェクト活動や指標、外部条件など詳細なプロジェクト計画を作成することができた。  

 初日の冒頭、前回のプレワークショップに参加していない関係者もいたため、プロ

ジェクトの概念とプロジェクト管理、PCM 手法の説明を再度行い、プロジェクトの枠

組みを含むこれまでの話し合いの結果を再確認した。  

 その後、RNRRC-East 職員、県の農業担当者、普及員の 3 つのグループに分かれ各

成果の確認と活動、対応する指標、指標入手手段を協議し、グループごとの発表と全

体の話し合いを行った。2 日目は、前提条件と外部条件を設定し、再度各グループに

分かれて活動計画表を作成した。  

 

６－２ PDM 作成過程での主な議論 

  最終的に確定したプロジェクトの要約と活動、それぞれの指標については、前章で

述べたとおりである。ここでは PDM 作成の過程で、参加者間で議論した主な点につ

いて概説する。  

 

(1) 成果 0 

第一次事前評価調査では、RNRRC-East とモンガル県庁、ルンチ県庁とプロジェ

クトの実施機関が複数あり想定される活動が多岐にわたるため、モニタリングを含

むプロジェクト実施運営のための体制づくりが重要と考え、成果 0「効果的なプロ

ジェクト運営計画が作成され、実行される(Effective project management plan is 
formulated and adopted)」が仮設定された。  

成果 0 について議論した結果、以下の 2 つの理由から PDM 上の成果とはしない
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ことを確認した。  

1) プロジェクト実施運営のための体制づくりは重要だが、こうした体制づくり  

は PDM 上のプロジェクト成果として扱わず、 JICA の技術プロジェクトで必  

ず設置される合同調整員会と同様、プロジェクト開始以前に確立すべき実施  

体制として位置づけるのが論理的に妥当である。  

2) 在農業省では、事業のモニタリング・評価に力を入れている最中でもあり、  

プロジェクトのモニタリング強化を独立した成果として扱わずに、それぞれ  

上記実施体制に組み込んで行えると考えられる。  

 

プロジェクト成果からは外したが、成果 0 で想定していたワーキンググループは、

プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ー ジ ャ ー （ RNRRC-East の ダ イ レ ク タ ー ） を 議 長 と し 、

RNRRC-East、モンガル県、ルンチ県のプロジェクト実務者で結成し、半期に一度

の会議でプロジェクトの進捗管理を確認することとなった。さらに、ブータンでは

ドナー支援プロジェクトに対象県の知事を議長とするプロジェクト調整委員会会

議（Project Coordination Committee Meeting）を開催することになっているので、

本プロジェクトも同様に 2 つの県知事が交代で議長を務め半期に一度会議を開く

こととなった。これらワーキンググループ会議とプロジェクト調整委員会会議を交

互に開催することを関係者間で確認した（実施体制の項を参照）。  

 

(2) 成果 2 - 普及体制に関する課題への対応 

    前回調査は県の農業担当者と普及員抜きでプレワークショップを実施せざるを

得なかったため、普及に関する課題とその対応策については十分に議論できていな

かった。今回それぞれの立場から議論してもらったところ、第 4 章で述べたとおり、

強化すべき普及体制は、具体的には普及の計画立案と実施、情報管理など普及活動

の運営管理面と、普及員の技術能力面の向上であることが明らかになった。  

年間普及計画は、地方分権の一環として導入されている郡開発計画を基に、各郡  

  に配置されている普及員が立案することになっているという。年間計画作成のスケ  

  ジュールは、毎年 12 月ごろに郡レベル、1 月に県レベルと東部地域レベル、2～3
月に国レベルになっており、東部地域レベルの計画立案前には一部の普及員も参加

してプレワークショップが開催されている。しかし普及員の計画立案能力はまだ不

十分で、郡開発計画と整合性のある、また実行可能な具体的計画を作れる普及員は

非常に限られているという。普及員から県農業担当者への定期報告は四半期に一度

が原則だが、各郡から県庁へのアクセスが容易でないこともあって、まだ全ての普

及員が実践しているとは言いがたく制度として根付いていない。そのため、農業省

農業局を中心にモニタリング強化策を推進中で、規定のモニタリングフォーマット

も導入したところだという。重複はもちろん、現場での不要な混乱を避けるため、

本プロジェクトでは新たなモニタリング強化策は打ち出さずに、農業省農業局や県

の農業セクターの方針に沿って活動を行うこととした。  

郡に関する社会経済情報などの基礎情報はまったく存在しないわけではなく、こ  

  れまでドナーのプロジェクトや政府プログラムの活動を通じて収集されていると
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いう。しかし、開発計画作成など必要時に必要な情報が、郡レベルで体系的に整備

されていないのが実態である。これと関連して、ブータン側関係者は、各郡の普及

センターで農業関連の情報管理の整備が進めば、RNRRC-East が持っている技術に

関する情報や普及員がこれまで集めてきた各郡と農家の実態に関する情報をこれ

まで以上に効果的に活用できるため、詳細な普及計画の作成に役立つと考えている。

さらに農家にとって有用で必要な情報を普及センターが随時提供できる体制にな

れば、普及センターが農家にとってより身近な存在になり、普及の拠点として機能

するだろうと期待している。以上のことから、技術開発と普及、農家の連携にも役

立つ重要な活動として、モデル郡で郡に関する情報管理整備を成果 2 の活動とし

て加えることとなった。  

普及員の技能能力向上に関する活動のうち、普及教材については当初成果 2 の活

動として捉えていたが、県農業担当者より、技術が集積されている RNRRC-East
の普及担当職員を中心に作成したほうが現実的、適任ではないかという意見が出さ

れたので、成果 1 の活動に含めることにした。  

 

(3) ベースライン調査 

   対象地域の実態を把握するためのベースライン調査は、前回調査では成果 0 の

活動に含まれるものと想定していた。ワークショップで議論したところ、モデル郡

の農家が導入している技術を含めた農業生産に関する実態、ニーズを優先的に調べ

る必要があるという意見で一致した。加えて、プロジェクトの対象となっている

RNRRC-East の職員を対象に現時点で開発されている技術の選択肢について、さら

に県の農業担当者と普及員を対象に普及活動の実態についても、調査対象に含める

べきだという意見が出された。  

   これらのベースライン調査は、質問票を使った定量調査とグループ討議などを含

む簡易農村調査手法を活用した定性調査で行うこととなった。前者の定量調査は、

RNRRC-East と県農業担当者の運営監理の下、ローカルコンサルタントを使って実

施し、後者の定性調査はモデル郡の普及員が直接、プロジェクト開始後半年以内に

実施し、農家のニーズを特定する予定である。  

定量調査の農家に対する質問票には、農業と生活、習慣の実態のほか、農業生産

技術や生活改善に関する知識の有無、新しい技術や作物を導入したいという意向や

関心、取り組み姿勢の有無、実践や実際の行動の有無などを含めることが望ましい

だろう。こうした調査結果は普及活動の戦略や計画を策定する際に、役に立つと思

われる。なおプロジェクト終了時前には、同じ質問票を使ってモデル郡の農家を調

査し、農家に対するプロジェクトの効果、すなわち成果 3 の効果を測ることを関係

者間で確認した。  

 

(4) 生活改善に関する活動 

   生活改善に関する協力については、第一次事前評価調査の RNRRC-East との話

し合いの結果、同センターの試験能力の向上や普及体制の強化といった優先課題と

比してニーズが低いことと、国際農業基金の支援で実施されている第二次東部総合
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農村開発計画との違いを鮮明にするため、プロジェクトの成果レベルに位置づける

必要性と妥当性は低いと判断した。しかし、従来の農業生産技術中心の協力からよ

り広範囲な農村開発に資する協力に重点を置くことが重要となってきた。こうした

事情もあり、直接農家の生活改善に貢献できる活動の有無について再度議論したと

ころ、前回のプレワークショップに参加していなかった県農業担当者と農業普及員

から、灌漑用水の生活用水への利用やコーンフレークやポップコーン製造など小規

模な食品加工などをプロジェクトで支援してほしいという要望が挙げられた。最終

的にこれらの活動はモデル 4 郡のみで行うことを決め、成果 3 の活動として加え

た。 

 

(5) プロジェクト目標の指標設定 

   プロジェクト目標の指標設定については、ワークショップではかなりの時間を費

やし議論した。技術開発と普及の共同活動の数は、「技術開発と普及活動の連携が

図れたかどうか」を測る指標になりうるだろうということで設定された。  

「農業普及が促進される」をどのようにして測るかについては、ブータン側から

2 県での新しい技術を導入した農家の割合もしくは数が提案された。しかし日本側

からは、農家にとって新しい技術の選択肢が増えることと、その技術を実際に導入

することは意味合いが違うとし、後者を指標にするのは普及員の能力やアクセスの

面から考えてハードルが高すぎると指摘した。代わりに前者を指標にするか、もし

くは適正技術や新しい手法を採用した 2 県の普及員数を指標にしたらどうかと代

替案を示した。これに対してブータン側は、普及と技術開発の連携による技術改善、

農業普及の促進を目標に掲げる本プロジェクトは、農家に便益が及ぶことを目指し

て実施されるべきであり、農家への便益を測る指標がプロジェクト目標に必要だと

強調した。最終的には、急峻な地勢と散在する農家、普及員の物理的な数や能力を

考慮し、2 県ではなく 4 つのモデル郡と近隣郡で、プロジェクトが開発・普及した

技術を採用する農家の数を指標にすることで双方の関係者が合意した。数の目標値

については、さらにプロジェクト開始後に関係者間で議論して決定していく必要が

ある。  

このほか、農業セクターでのプロジェクトの位置づけや期待されている効果を議

論し、成果 1 から 3 の総体として、農家と普及、技術開発の連携強化がモデル概念

として開発され、文書化されることが重要であるという意見が出された。他地域で

プロジェクトの経験から抽出された教訓や提言を適用するためには、成果 1 から 3
を通じて開発されるモデル概念を確実に文書化して残す必要があるという意見が

支持された。またこのこと自体が「農業普及の促進」のマイル標石と位置づけてい

いのではないかという結論に至り、プロジェクト目標の指標に加えることを確認し

た。  
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第７章 協力分野の現状と課題 

 

 第一次事前調査では、プロジェクトサイトにて技術的な観点からも調査を行った。

調査結果は以下のとおりである。第二次事前調査では、農業基盤整備担当団員のみ現

地に赴き、追加調査を行った。追加調査の報告は付属資料 6～8 のとおり。  

 

ブータン国の農地面積は約 290,000ha であり、その内水田面積は約 27,000ha である

とされ、米（モミ）の生産量は約 40,000 トンである。これはブータン国の需要を満た

すまでには至っておらず、毎年 1 万トン以上の米がインド等から輸入されている。  

 ブータン国において、野菜は換金作物としてその種類と品質および生産量を改善し

近隣諸国への輸出を促進させ外貨獲得を図るという観点を重視しており、米について

は自給率の向上を図ることを重要視している。  

 パロ県やティンプー県などの西部地域は、山岳地域ではあるが農地の傾斜は比較的

緩やかであり、一部地区には平地の圃場も存在し灌漑設備も整っている地区が多く見

受けられ、 JICA を初めとした外国からの支援を集めた地域であったことと相まって、

比較的進んだ営農が行われて来ており、生産性も他の地域に比べ高いとのことである。   

一方、今回調査したルンチ県やモンガル県が位置する東部地域は、圃場の傾斜も厳

しく灌漑設備の整備は未だ不十分で天水に頼る部分が多く、さらに農道整備や技術支

援体制も遅れており米の生産性は 2 トン /ha 前後と西部地域に比べ 1 トン程度低い。  

 今後同地域の農業生産性を改善するには、優良品種の導入、栽培技術の改善とその

普及体制を整備すると同時に灌漑施設や軽車両道の整備といった基盤整備の側面から

の働きかけも重要と判断された。  

 

７－１ 軽車両道 

東部地域の農地はその多くが急傾斜地に存在しており、幹線農道、支線農道、耕作

道は極めて未発達である。これに伴い、農民の農地へのアクセスは困難であり、農機

具や農作物の搬入搬出等は人力、蓄力に頼らざるをえないのが現状である。従って、

その労力低減の為にも  KR2 トラクターが移動出来る程度の軽車両道の建設が求めら

れている。なお、ブータン東部地域開発計画に関わる一連の開発調査の中で述べられ

ている軽車両道（Farm Mule Track）は、日本の基準に当てはめると耕作道相当の道と

思われる。本調査で紹介されたモデル地区においては、4 輪駆動普通車両程度が進入

できる支線農道規模の道が地区近傍に存在しており、地区自体へのアクセスにおいて

は妥当性の高いものであった。然るに、その後の農地へのアクセスに関しては詳しい

調査が必要とされる。  

軽車両道の建設に当たっては技術的問題よりはむしろ、建設機械、労働力の投入に

よる部分が多く、本プロジェクトにおいて特に組み入れる必要性は低いと思われる。

しかし、モデル地区の踏査が十分出来なかったことにより、これら地区内農地への詳

しいアクセス状況は未確認である。従って、今後設定されるモデル地区が、その農地

へのアクセスに問題がある場合において、軽車両道の施工協力を検討するとした方が
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妥当であると思われる。しかし、全面的な建設機械投入によるモデル地区全域に亘る

軽車両道の施工は、ブータンの現状及び他地区への普及の面から考えると現実から乖

離するものであると思われる。  

 

７－２ 灌漑設備 

(1）水田灌漑 

RNRRC-East の技師からの説明では天水田が多く存在するという事であったが、

モデル地区及びその他地区の視察からは、湧水又は沢水取水による傾斜地棚田の

上流（傾斜地上部）からの田越し灌漑も一般に実施されていると思われた。モデ

ル地区での取水及び送水施設の確認は取れなかったが、取水は極めて簡易かつ不

安定、送水路は土水路が主体であると思われる。紹介されたモデル地区（Lhuntse
県 Jalangjabung）では一般に畦半高が非常に低く、雨水の貯留効率は低いと考え

られ、灌漑地区では生育期を通して浅水、掛け流しの水管理が行われていると予

想される。又、急峻な傾斜地棚田の為、一筆の面積は狭く、田面均平率は一般に

良好と思われた。  

施設の観点からは、安定取水を目指し、渓流取水工のような水源の流量変動に

対応出来る取水施設の施工の可能性を検討する必要がある。しかし、当地のよう

な急傾斜地では、雨季において土砂崩れや土砂流出が多いことから、灌漑施設の

設計・施工には維持管理の面からも慎重な検討を要する。又、雨季入りを待ち、

育苗・移植を行っているが、雨季入りの時期が変動、又はその初期において降雨

が不安定であると思われるため、小規模ため池（又は貯水槽）を設置し、移植か

ら生育初期にかけての灌漑水の安定供給も検討に値する。  

水管理の観点からは、水源が高標高の山間にある事から、生育初期において低

水温による冷水被害が考えられ、回し水路等による灌漑水の水温管理の検討も必

要であろう。  

 

(2）畑地灌漑 

モデル地区の畑地は視察する事が出来なかったが、RNRRC-East の普及モデル

農家及びその近傍農家より畑地潅水の状況を推測した。結果、険しい山間地の農

家においても上水道施設が整備されており、水道蛇口は屋外に設置されている場

合が多く、家庭菜園規模でかつ農地が家屋より近距離にある場合においては、そ

の水道からホースを繋ぎ潅水を実施しているようである。  

施設の観点からは、水田灌漑と同様、乾期における灌漑水の安定供給の為の適

切な取水施設の検討が必要と思われる。乾期においては、水源における取水量が

制限されることが予想される為、水の有効活用を目的とした現地に適した送・配

水組織を検討する必要がある。簡易な貯水槽を利用したローテーションブロック、

灌漑ブロックの技術が現地には無いと思えるため、これらは有効な方法であると

考えられる。末端の灌水方法においては灌水面積にもよるが、ホース等の簡便な

方法で十分と考えられる。ポンプはその利用技術、維持管理の点から現地には早

急と思えるため、重力式灌漑を基本とすべきであろう。加えて、水田灌漑施設同
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様、土砂崩れや堆砂に対する施設の維持管理を考慮に入れるべきである。  

 

(3）灌漑施設の維持管理 

灌漑施設の施工は政府が実施し、その後農民組織へ移管され、維持管理は農民

が行うことが国家灌漑政策で決定されている。又、大規模な改修、更新が必要な

場合は政府の援助が入ることとなっている。本プロジェクトが実施される場合、

新しい灌漑技術及び施設の導入が予想されるが、その灌漑方法及び施設維持管理

技術の研修、普及は不可欠となるであろう。しかし、現地の農家状況から判断し、

出来うる限り簡便かつ低コストの灌漑技術と施設維持管理を考える必要がある。  

 

７－３ 水稲栽培 

モンガル県とルンチ県の米の生産量は約 3,000 トン/年で、水田圃場は 2a～3a 程度

の面積を主体とした急斜面における棚田がその殆どで、手作業が主な作業手段であり、

農薬や科学肥料等の利用も少なく有機栽培が主軸をなしている。灌漑は天水に頼る部

分が大きく、収量の善し悪しは降雨量に大きく左右される。  

品種は 200 程度のローカル品種と 12 の新品種が RNRRC により奨励されて来てい

る。ブータン国はフィリピンにある国際稲研究所（ IRRI）と協力関係を構築しており、

毎 年 系 統 の 導 入 と 研 究 員 の 交 流 が 行 わ れ て い る 。 導 入 試 験 を 担 当 す る の は

RNRRC-BAJO 試験場であり、同試験場で 3 年程度試験を繰り返し選抜された材料が

各地域の試験場に送られ、各試験場で適応試験と展示を実施し、良い材料を奨励して

行く方法がとられている。赤米の系統も IRRI から導入され育種が行われているが、

赤米が好まれているのはパロ県やティンプー県のある西部地域で、他の地域では赤米

が特に好まれると言った傾向は無いとのことである。  

RNRRC-East の稲作関連の主な課題として、品種試験、原種生産、イモチ病対策、

イネツトムシ対策および灌漑設備をあげて調査研究がおこなわれている。印象として

は試験調査方法が全般的に雑なようであり、研究機関としての役割を効果的に果たす

ためにも研究開発能力の向上が求められる。  

米の価格は地域により若干異なるが概ね 1kg 当たり 60 円程度であり、農家へ普及

する技術もこれを念頭に置いて開発して行くことが肝要と思われる。  

 

７－４ その他の換金作物    

国内に 4 つある RNRRC のうち、RNRRC-East の主担当課題は園芸である。その他、

東部地域の対象 6 県の普及サービス支援として穀作物、畜産、林業、植物保護など 7
セクターについても担当している。  

同国の外貨収入における産業の位置づけは、発電、次いで園芸作物の近隣国輸出と

なっており、これまでブータン国は西部地域のリンゴ、南部地域のオレンジ、及び高

地馬鈴薯を主な換金作物としてインド東北部、バングラデシュに輸出している。  

当プロジェクトの対象地域となる東部は、気象、地形環境ともに西部の半乾燥や緩や

かな傾斜地農業とは異なり、雨季の季節風をまともに受ける亜熱帯性高地気象域にあ

り、また急傾斜の畑作農業形態である。さらに、平地の多い西部に比べると人口密度
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も高く、農家当たりの耕作面積は小規模で単位面積収量も低い。換金作物のポテンシ

ャルは在るものの、耕作に適した土地は点在しておりその面積は小さく、まとまった

生産量の確保、生産物の良質化の技術・技能向上、また農業資機材（肥料・農薬など）

確保、市場への困難な輸送アクセスといった多くの課題を抱えている。  

プロジェクトで取り組む換金作物となるのは、このような条件下に耐えうる作物で

あり、その導入と適応技術の開発・普及が主な課題となることから、1）比較的輸送・

保存に耐え、亜熱帯地域での生産が困難な高地野菜作物の導入、2）初期段階は、自

家消費、地域・国内市場を念頭に置いた換金作物の導入、3）次段階として生産物の

良質化を図り、余剰生産物の市場販売を進めることになろう。その場合留意しなけれ

ばならないのは、既存の耕作法に若干の改良技術を加味し、受益農家に受け入れられ

る程度の適応技術を取り入れることであり、これは有機農業を基盤とした生産技術の

改良と言えよう。  

当プロジェクトでは RNRRC-East において適応技術の開発、適正換金作物の導入開

発を行い、これらの技術を対象となるモデル地区を中心に効率的に農家へ普及するこ

とになるが、これらの技術、作物が農家レベルに定着するためには、本試験場の研究

員・研究員補、普及員の技能レベルを向上する必要がある。  

換金作物の技術・技能習得は座学研修や視察でなされる通り一遍のものではなく、

実務体験を通じた息の長い技術移転が極めて重要となる。  

 

７－５ 普及分野 

ブータン国には全部で 20 の県（Dzongkhag）、201 の郡（Geog）があり、各県はだ

いたい 4～18 の郡から成り立っている。農業普及に関していえば各郡に RNR センタ

ー或いは普及センター（Extension Center）が置かれ、多くの場合 1）農業、2）林業、

3）畜産のそれぞれの分野を担当する普及員 3 名が配置されている。この普及センタ

ーについては一応県の管轄となっているものの、実際には県から許可を得た RNRRC
から直接指導を行う場合が多いとのことである。  

 各郡には 5～10 の村があり、郡の普及員は郡内にある村に対する普及活動を行って

いる。今回視察したルンチ県の普及センターでは、普及員が手作りのサイトマップを

作成するなどして活動を行っていた。しかし、こうした村々の多くは自動車道へのア

クセスに平均 3～4 時間を要する遠隔地にあり、このことが効率的な普及活動の制限

要因の 1 つとなっている。また、試験研究機関との情報交換を行う機会も少なく、開

発された有用技術が生産者に伝わるような有機的連携が構築されていないと思われる。 

上述のように効果的かつ効率的な普及活動は未だ整備不十分ではあるものの、

RNRRC-East に代表されるような試験研究機関が研究可能な体制にあって、かつ普及

員が各郡に配置されている状況は、ブータン国の財政基盤に鑑みた場合、農業振興に

必要な基礎基盤を把握して農業開発を効果的に具現化しようとするブータン政府の意

図を明確に示すものであり、このように研究部門と普及部門を組織化し、同時に普及

員の再教育と普及方法および普及センターの能力を改善してゆくことで相当程度の普

及活動を展開できるものと期待される。  
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７－６ 生活改善 

2003 年 2 月に実施された基礎調査では、ブータン側から提出された要請内容を微調

整したプロジェクトの枠組みのほかに、農村生活向上を視野に入れた地域開発型プロ

ジェクトの枠組みが提案された。この後者の枠組みにおいては、栽培・普及といった

農業技術の向上のみでは持続可能な農業開発は望めないという前提に立ち、食生活を

中心とする生活改善によって余剰農産物に対する需要喚起を図る必要性が強調された。 

この基礎調査の提案を受け本調査では、栄養・衛生教育などの活動を通じた「食生

活を中心とする生活改善」について、先方政府関係者からの聞き取り調査とカウンタ

ーパート機関との協議を実施した。その結果、先方の意向や以下の点に照らし合わせ

て、プロジェクトの成果レベルに位置づける必要性と妥当性は低いと判断し、プロジ

ェクトの範囲に含めないことを先方と合意した。  

 

(1) カウンターパート機関の優先課題とニーズ 

主要カウンターパート機関である RNRRC-East は、東部 6 県で農業作物の試験

研究と普及を含む農業開発の主導的役割を担っており、国全体の中では、園芸作

物の試験研究・開発を重点的に担当する機関と位置づけられている。しかし、そ

の試験技術や個々の職員、県の農業普及員の能力レベルは依然として低い。した

がって、RNRRC-East をはじめとするブータン政府関係者は、農村生活の向上の

重要性を十分認識しているものの、それ以上に RNRRC-East の試験能力の向上と

モンガル県とルンチ県の普及体制の強化を優先課題と捉えている。RNRRC-East
は、普及対象の作物の開発が不十分なままで余剰作物の販売やさらなる需要を喚

起することは困難、という見解を持っている。東部地域での農業技術の向上や商

品作物の普及のためには、これらの優先課題に焦点を絞って、着実に技術協力プ

ロジェクトを実施したいという意向を同センターが強く持っていることが確認さ

れた。  

 

(2) 第 2 次東部総合農村開発計画とのデマケ 

第 2 次 東 部 総 合 農 村 開 発 計 画 (Second Eastern Zone Agriculture 
Program=SEZAP)は、農業生産性を向上させ、コミュニティによる資源管理を通

して同地域の生活レベルの向上を図ることを目的に、2002 年より東部 6 県を対象

に国際農業基金の融資で実施されている。同プログラムでは、農村開発に必要な

ファシリテーションスキルや計画立案能力、コミュニティ参加型開発の推進など

に協力の重点が置かれ、小規模な収入創出活動や生活改善活動も行われている。

RNRRC-East の所長によると、同センターを拠点として農作物の試験研究・普及

に関する活動については、予算が承認されず SEZAP のプログラムに含まれなかっ

たという。こうした事情から、RNRRC-East を中心とした現場に即した、実践的

な農作物の試験研究と普及への協力を、 JICA の個別専門家派遣  に続き、本プロ

ジェクトでも優先してほしいという要望がブータン側では根強い。ブータンで初

の JICA 技術協力プロジェクトとなる本協力では、確実に課題に取り組むために、

SEZAP との協力との違いを鮮明にして、高付加価値作物を含む農産物生産技術の
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試験開発・普及に特化していくことを関係者間で確認した。  
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第８章 現地の生活環境 

 

本章では、長期専門家が赴任するモンガル県の生活環境について述べる。主な情報

源は、既に赴任している長期専門家からの聞き取りによる。 

 

８－１ 住宅事情 

不動産屋や斡旋業者がいないため、地域住民や配属先職員からの口コミや紹介で探

すしかない。モンガルの中心地である、商店街が並ぶバザールは、夜間に犬がうるさ

いものの、ここ数年新築ラッシュのため、他の地域に比べ物件が見つかる可能性が高

い。1 カ月あたりの家賃は、一戸建てかフラットタイプか、家具やガスボンベなど付

属品がついているかでも異なるが、$100～$500 が相場である。家事手伝いなどの使用

人は、住宅と同様、家主や知人の紹介により雇用するのが無難だろう。モンガルの治

安は、にわとり泥棒がいる程度で比較的よいため、ガードマンを雇用する必要はない

だろう。  

 

８－２ 電気・通信事情 

近年かなり改善された。以前に比べ停電の回数が減り、国内・国際電話の通話状態

もよい。ティンプーの接続プロバイダー（Druknet）に加入すれば、モンガルでもイン

ターネットにアクセスできる。電圧については時間帯によっては不安定のため、電圧

安定化装置が必要である。郵便は、ティンプー、モンガル間で時間はかかるものの、

国外・国内の手紙や小包の紛失は比較的少ない。  

 

８－３ 医療事情 

モンガルのバザールには医療クリニックがあり、医師 5 人（ブータン人 3、インド

人 1、ミャンマー人 1）が勤務している。首都ティンプーに比べ、医療施設・機材が

十分とは言いがたく、緊急移送で首都に行くためには通常 2 日かかるので、モンガル

のクリニックは応急措置を受ける程度に位置づけ、できるだけ速やかに首都で診察を

受けたほうがよいだろう。なお診察料はブータン人と同じく外国人の場合も無料で、

薬代のみ自己負担である。  

 

８－４ その他生活事情 

ブータンのバザールには銀行があり、ドルからヌルタムへの換金が可能。最低限の

生活用品については、インド製のものであればモンガルのバザールで入手できる。  

 

８－５ 交通事情 

現地の生活環境で最も注意しなければならないのは、首都ティンプーからのアクセ

スの悪さである。ブータンは国内線の航空機がないため、ティンプー・モンガル間の

移動は東西縦貫道路（545Km）の陸路のみで、途中のジャカル（またはトンサ）で 1
泊するため 2 日間を要する。舗装されているものの急峻な山道であり、特に土砂崩れ
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や落石の多い雨季や路面が凍結する冬、霧が発生し見通しが悪い日暮れ時は、細心の

注意が必要である。こうした時期や時間帯の移動を極力避けることや、移動時には適

時ドライバーを休ませること、必ず寝袋や食料品などを持参するなど、危険を回避し

緊急時への対応に備えた行動が必要である。  
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第９章 協力実施にあたっての留意事項 

 

９－１ 運営管理上の留意事項 

 当プロジェクトはブータンにとって初めての旧プロジェクト方式のプロジェクトで

あることから、JICA 現地駐在員事務所を含め現地のほとんどの関係者は当スキームに

慣れていない。よってプロジェクト開始までの流れ、要請書の取り付け、各種モニタ

リング及び評価調査団の受け入れについては事前の十分な説明が必要である。また、

日本側から供与する機材の維持管理費等のローカルコストについては、出来る限りブ

ータン側に負担してもらうよう働きかけていく必要がある。また前述したアクセス事

情の悪さにより、専門家派遣の際には本部及び現地 JICA 駐在員事務所にて十分注意

し、雨季及び冬季は派遣を極力避けることとする。  

 

９－２ 技術分野における留意事項  

ブータン国西部地域のパロ県やティンプー県は長年にわたる JICA からの技術支援

等もあり、比較的進んだ営農と栽培技術が導入され生産性や農業所得等東部地域にく

らべ高いと言われている。従って、西部地域の栽培技術や営農形態を調査し、場合に

よっては東部地域農業振興の指標とすると同時に、東部地域との相違点を把握し、有

用技術がある場合は東部地域への導入を積極的に進める事がより効率的な技術移転で

あり、そのためにはプロジェクトの初期段階において本調査の実施が望まれる。  

 RNRRC-East の穀類研究担当は 1 名の研究員と 2 名の助手の合計 3 名であり、作業

員については必要十分な人数が配置されているとのことである。穀類担当は米以外に

トウモロコシ、小麦をも担当しており、稲に当てる時間は全体の 45%程度とのことで

あるが、プロジェクトが稲をテーマにあげて進展して行く事となる場合は、稲に関わ

る研究開発にもう少し時間を当てられる様に RNRRC-East と交渉を行う必要があろう。 

 研究員の担当作物と研究テーマが多岐にわたるため実施能力が分散し、全般的に雑

な試験研究となっているように見受けられ、[不完全なレポートは増えれども有用技術

の開発には至らず]と言った状況下にあるようである。したがって、プロジェクトの初

期段階では比較的容易に開発出来、かつ農家の増収に直結するような移植方法や施肥

方法等の改善に的を絞り試験を行うと同時に、品種選抜に付いても長期的戦略に立脚

した試験体勢の構築に力を注ぐことが重要と思われる。各試験の結果を得るための調

査項目および方法も不十分であるように思われることからこれらについても技術移転

を進めてゆく必要があろう。  

 灌漑を含めた農業基盤整備分野では、栽培及び普及分野と比較し、技術移転対象と

なる人材が限られている。カウンターパート候補者も土木の専門性が高く、灌漑に関

する技術移転には若干の時間が必要と思われる。又、カウンターパートに続く人材育

成を見据えた活動がモデル地区開発に必要となるであろう。  

 普及に関しては現在 RNRRC-East が具体的な組織化を立案中であり、プロジェクト

の初期段階は組織化を具体化し強化するための活動に力を注ぎ、その後試験研究に普

及員を積極的に参加させ稲作への知識を深めてもらい、ある程度の能力を確立できた
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所で各郡の展示圃で実施する関連試験と展示栽培を担当してもらう。そしてその展示

圃を地区農家への普及活動の核として利用して行く事が考えられるが、そのためには

普及員の移動手段の確保と普及活動に必要な教材の提供ならびに普及用資機材につい

ての支援が必要と考える。   
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日付
調査概要 宿泊地 調査概要 宿泊地

12/2(火) 1 10:55 15:55 移動（成田→バンコク） バンコク

12/3(水) 2
6:50

16:00
11:10
16:45

移動（バンコク→パロ）
移動（パロ→ティンプー）
JICA事務所訪問 ティンプー

12/4(木) 3
11:00 11:45 農業省CORE訪問

富安専門家から情報収集 ティンプー

12/5(金) 4 移動（ティンプー→ジャカル） ジャカル

12/6（土) 5

移動（ジャカル→モンガル）
RNRRC-East(リミタン、ウェンカル）訪
問、農場視察 モンガル

12/7(日) 6
15:00 16:00 富安専門家訪問、打ち合わせ

週間報告とりまとめ
モンガル

12/8(月） 7 9:00 10:30
RNRRC-East表敬
スタッフからの聞き取り調査 モンガル

12/9(火) 8 1 移動（成田→バンコク） バンコク

午前
14:00 16:30

移動（モンガル→タシガン）
RNRRC-Eastカンマ訪問
プレワークショップ開催 モンガル

12/10(水) 9 2

移動（バンコク→パロ）
移動（パロ→ティンプー）
JICA事務所との打ち合せ ティンプー

9:30
午後

13:00 プレワークショップ開催
移動（タシガン→モンガル）

モンガル

12/11木） 10 3

農業省との協議
JICA事務所との打ち合せ
大蔵省訪問 ティンプー

9:00

午後

10:00 モンガル県農業部門訪問、スタッフから
の聞き取り調査
プレワークショップのとりまとめ

モンガル
12/12(金) 11 4 8:00 18:00 移動（ティンプー→ジャカル） ジャカル ＰＣＭワークショップ説明･準備 モンガル

12/13(土） 12 5
8:00 17:00 移動（ジャカル→モンガル）

団内打ち合わせ モンガル
週間報告とりまとめ
団内打ち合わせ モンガル

12/14（日） 13 6 モンガル

調査団本隊調査
時刻 時間

コンサルタント調査

午前

午後

調査日程

第一次事前評価調査　日程案
12月2日（火）：コンサル出発　　～12月28日（日）

12月9日（火）：本隊出発　　～12月25日（木）

プロジェクトマネージャーからのセンター業務概要説明
RNRRC-Eastウエンカル農場視察

RNRRC-Eastウエンカルのスタッフとのプロジェクト活動の枠組みに関する協議
近隣の篤農家視察

通し番号

午前

午後
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12/15(月） 14 7 モンガル

12/16(火） 15 8 ジャカル

12/17(水) 16 9 ティンプー

12/18(木) 17 10 ティンプー

12/19(金） 18 11 ティンプー

12/20(土) 19 12 ティンプー

12/21(日) 20 13 ティンプー

12/22(月) 21 14 ティンプー

12/23(火） 22 15
パロ
ティンプー

12/24(水） 23 16

移動（パロ→デリー（KB204）
JICAインド事務所、在インド日本大
使館報告
（濃霧のためバンコク行きの飛行機
が飛ばず）

デリー泊 事後調査及び事前評価調査表案の作成 ティンプー

12/25(木) 24 17 移動(デリー→バンコク）
バンコク
泊 事後調査及び事前評価調査表案の作成 ティンプー

12/26(金） 25
18

移動（バンコク→成田） 資料整理、ＪＩＣＡ事務所報告
その他関連機関との打ち合わせ
移動（ティンプー→パロ）

パロ

12/27(土) 26
9:30

23:40
14:50 移動（パロ→バンコク）

移動（バンコク→） 機内泊
12/28(日） 27 7:30 移動（→成田）

ＪＩＣＡ事務所との打ち合わせ
移動（ティンプー→パロ）

団内及び富安専門家との打ち合わせ
事務所との打ち合せ
団内ミニッツ協議

資料整理、団内ミニッツ協議

RNRRC-EastのプログラムDirector（プロジェクトマネージャー）とのプロジェクトの枠組みにかかる協議
及びミニッツ協議

ミニッツ協議続き
農業省への報告、ミニッツサイン

Druk　Seed　Cooperation　視察
農業機械化センター視察、パロの農家視察、灌漑施設視察

移動（モンガル→ルンチ）
モンガルのターゲット地区、ルンチ普及センター視察
ルンチ県庁訪問
移動（ルンチ→モンガル）
ルンチのターゲット地区を視察、モンガル県庁訪問

移動（モンガル→ジャカル）

移動（ジャカル→ティンプー）　　事務所との打ち合せ

午前

午後

午前

午後

午前

午前
午後

午前
午後



日付

本 コ 農 調査概要 宿泊地 調査概要 宿泊地
4/6(火) 1 移動（成田→バンコク） バンコク

4/7(水) 2

移動（バンコク→パロ）
移動（パロ→ティンプー）
JICA事務所訪問 ティンプー

4/8(木) 3 1
農業省CORE訪問
富安専門家から情報収集

コンサルタント団員（島田）ティンプー入り
移動（カトマンズ→パロ→ティンプー） ティンプー

4/9(金) 4 2 〃

4/10（土) 5 3 1

冨安専門家との打ち合わせ
団内打ち合わせ

農業基盤整備団員（白川）
移動（成田→バンコク）

〃
（農業基盤整
備：バンコ

4/11(日) 6 4 2
団内打ち合わせ 農業基盤整備団員　ティンプー入り

（バンコク→パロ） ティンプー

4/12(月） 7 5 3 〃

4/13(火) 8 6 4 〃

4/14(水) 9 7 5 〃

4/15木） 10 8 6 〃

4/16(金) 11 9 7 〃

4/17(土） 12 10 8 ティンプー

4/18（日） 13 11 9
移動（パロ→カトマンズ→デリー） デリー

コンサルタント：ネパール帰国予定であったがカトマンズ
空港閉鎖のためデリー泊（パロ→デリー)
農業基盤整備団員：モンガルに向け出発

コンサルタン
ト：デリー
農業基盤整
備：ジャカル

4/19(月） 14 10

JICAインド事務所報告
インド大使館
移動（デリー→シンガポール） 機内泊

4/20(火） 15 11 移動（シンガポール→成田）

5/8(土) 29
移動（パロ→バンコク）
移動（バンコク→） 機内泊

5/9(日） 30 移動（→成田着 早朝）

第二次事前評価調査　日程表
4月6日（火）：本隊出発（荒井、田中、木梨）　　～4月20日（火）　→15日間

4月8日（木）：コンサルタント（島田）　　～4月19日（日）→12日間               4月10日（土）：農業基盤整備（白川）　～　5月9日（日）→30日間

PCMワークショップ（活動内容の整理、指標・外部条件の整理）
調査団主催懇親会

プロジェクト関係者との活動計画策定に係る協議（POの作成）

農業大臣表敬
プロジェクト関係者との活動計画策定に係る協議（ミニッツの協議）
各種投入、手続きに係る協議

最終協議、ミニッツの完成
農業省への報告、ミニッツサイン、事務所への報告
農業省主催懇親会

資料整理、団内打ち合わせ
移動（ティンプー→パロ）

コンサルタント：移動(デリー→カトマンズ）

農業基盤整備団員モンガルへ移動後、現地調査～5月4日ま

で。5月5日モンガル発

農業基盤整
備：モンガル

調査日程

通し番号

PCMワークショップ（活動内容の検討）

RNRRC-Eastスタッフとの協議
（前回の調査のおさらい、モンガル･ルンチ両県普及担当者による発表、ワークショップ準備）

コンサルタント調査調査団本隊調査
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付属資料5
ANNEX　１

プロジェクト期間： 2004年6月～2009年6月 (5年間)
PDM作成日：2004年4月16日
PDM Version_0

要約 指標入手手段 外部条件

上位目標

1 1 普及と試験研究計画と戦略 1 現在の農業政策が変わらない

2 2 園芸作物開発プログラムに関する定期報告書 2 地方から都市への人口移動が、農業労働に影響を与え
い

3 3 穀物開発プログラムに関する定期報告書 3 農家にとって、国内と海外の市場へのアクセスが改善
れる

プロジェクト目標

試験研究と普及活動の連携が図られ、農業普及が促進される 1 1 ベースライン調査報告書 1 プロジェクト地域で働くほとんどの職員が異動になら
い

2 2 終了時調査報告書 2 農業開発に必要な十分な試験が確保される

3 3 プロジェクトのモニタリング記録

4 物理的な実証-モデル概念に関する文書
成果

1 普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、RNRRC-Eastに
よって開発される

1-1 1-1 技術報告書 1 試験研究・普及審議委員会と農業局の組織改編が合意
れたプロジェクトの概念や手法に影響を及ぼさない

1-2 1-2 物理的な実証-技術マニュアルと普及教材

1-3

2 よりよい技術サービスのための普及体制* が2県で強化される 2-1 2-1 普及員対象の研修記録

2-2 2-2 年間計画ワークショップ時に配布される、簡易自己評価シート

2-3 2-3

2-4

3 農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的取り組みを通
じて、４つのモデル郡の農家の技術能力が向上する

3-1 3-1 農家対象の研修記録

3-2 3-2 ベースライン調査報告書

3-3 3-3 終了時調査報告書

プロジェクト名：東部2県農業生産技術開発普及支援計画 対象グループ: ➊2県の農家、 ➋RNRRC-Eastの職員、 ➌県の農業担当者、普及員を含む農業普及関係者

モデル概念から抽出された教訓が、国レベルの農業分野の試験
研究と普及戦略の向上のために活用される

園芸作物の輸出に占める東部地域の割合が30％増加する

国内穀物生産に占める東部地域の割合が10%増加する

東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同
地域で採用される

プロジェクト終了時までに、技術的なスキルの訓練を受けた普
及員の数

RNRRC-Eastのプログラムダイレクターや普及プログラム職員、
県普及担当者、日本人専門家によって作成、評価される、簡易
能力評点シート

プロジェクトが普及した農業生産に関する技術や生活改善に関
する技術についての知識、態度、実践活動とプロジェクト活動
への参加の度合いが農家において、終了時調査の実施までに増
加する

計画管理に関する普及員の能力評価が、プロジェクト実施期間
中に向上する

プロジェクト終了時までに、農家を対象に行われた技術研修や
トピックスの数

プロジェクト終了時までに、普及員を対象に行われた技術研修
やトピックスの数

普及員の計画管理に関する自己評価が、プロジェクト実施期間
中に向上する

対象地域：ブータン東部モンガル県、ルンチ県

プロジェクトで開発・普及された技術を採用する農家の数が、4
つのモデル郡と近隣郡でプロジェクト終了時までに増加する

会議や現地踏査など試験研究と普及の共同活動の数が、プロ
ジェクト期間中に増加する

少なくとも稲作2品種、野菜3品種、果樹3品種が、プロジェクト
終了時までに奨励される

指標

暫定プロジェクトデザインマトリックス（PDM）

農家と普及、試験研究の連携強化がモデル概念として、プロ
ジェクト期間中に開発され、文書化される**

少なくとも5種類の生産管理に関する技術マニュアルが、プロ
ジェクト終了時までに作成される

10から15つの様々な普及教材が、プロジェクト終了時までに作
成される

プロジェクト終了時までに、研修に参加した農家の数



活動

1-1 稲作の生産技術を向上させる 日本側 ブータン側

1-2 品種を導入する 1 専門家の派遣 1 カウンターパートと事務管理職員の配置

1-3 種子生産を行う (1) (1) プロジェクトダイレクター
1-4 園芸作物の生産技術を向上させる (2) 稲作栽培技術 (2) プロジェクトマネージャー
1-5 当該地域に適合する野菜と苗の生産技術を改善する (3) 調整員 / 普及 (3) カウンターパート
1-6 灌漑技術を改善する (4) 短期専門家 (4) 事務管理職員
1-7 土壌施肥管理技術を開発する 2 機材の供与 (5) 秘書、日本人専門家の運転手、必要に応じて双方が取り決めた

その他の職員

1-8 普及教材を準備する 3 カウンターパート研修員の受入 2 土地、建物、付帯施設の提供

4 3 プロジェクト管理にかかる現地業務費

2-1 5

2-2 4つのモデル郡で郡に関する体系的な情報管理に着手する
2-3 前提条件

2-4
2 プロジェクト対象地域の治安状況が、平静に保たれる

2-5 2県の選抜された農家を対象にスタディーツアーを実施する
2-6 革新的な普及員の取り組みを実施に移すための支援を行う
2-7 革新的な取り組みを行った農家の活動を支援する
3-1 プロジェクト概念に関する啓発ミーティングを実施する
3-2 農家を対象に、技術の簡易ニーズアセスメントを実施する
3-3

3-4 農家向けの多種多様な研修を実施する
3-5 年間ワークプラン（郡の年間計画の一部）の草案を作成する
3-6 展示圃で技術を実証する
3-7 スタディーツアーを実施する
3-8 生活改善に関する補完的な活動を推進する

3

4

1

投入

1

2チーフアドバイザー　/ 園芸作物技術

新しい農家グループの組織化と、既存農家グループの強化を
促進する

必要に応じて、調査団の派遣

試験研究、普及、農家を対象としたベースライン調査と終了
時調査を実施する

郡の年間計画（普及計画を含む）の準備のため、普及員対象
のワークショップを毎年実施する

2県の普及員と選抜された農家対象の技術研修を実施する

郡、県の年間計画にプロジェクト活動を含めることが
保される

主なカウンターパートの頻繁な異動が起きない

種子や種苗など、外部機関から調達しなければならな
投入財が、着実に入手できる

県開発委員会とモデル郡の郡開発委員会がプロジェク
の活動計画表を支持する

略語: RNRRC-East=Renewable Natural Resources Research Center-East＜東部自然資源再活用試験センター＞

現地業務費

プロジェクトの概念が関係者間で共有され、確実に理
される

注釈: *ここでいう「普及システム」とは、PCMワークショップの参加者で話し合った結果、計画や普及活動の実施、情報管理を含むマネジメントと、普及員の能力向上を意味することになった。

         **農家、普及、試験研究の連携のモデル概念については、プロジェクト開始後、関係者で話し合い、詳細を決めることになる。プロジェクトで実施する様々な活動や成果から得られた教訓がまとめられ、モデル概念に反映されることを想定している。



ANNEX 1.

Project Period：June 2004～June 2009 (5 years)
Date：April 16 2004
PDM Version_0

Narrative Summary Means of Verification Important Assumptions
Overall Goal

1 1 Extension and research plans and strategies 1 The current agricultural policy remains the same as it is

2 2 Periodical reports on horticulture development program 2 Rural-urban migration does not affect farm labor

3 3 Periodical reports on serial crop development program 3 The access to domestic and international markets is
improved for farmers

Project Purpose
Technical delivery mechanism between research and extension
is improved

1 1 Baseline Survey Report 1 Most of the staff working in the project area are not
transferred

2 2 Final Survey Report 2 Enough funds for agriculture development are ensured

3 3 Records of monitoring of the Project

4 Physical verification i.e., a document on a model concept
Outputs

1 Suitable technical options are developed for dissemination 1-1 1-1 Technical reports 1 Institutional changes in  CORE and DOA do not affect the
concept and approaches of the Project which were agreed

1-2 1-2 Physical verification i.e., technical manuals and extension
materials

1-3

2 Extension system* is strengthened in 2 Dzongkhags for better
technical service delivery

2-1 2-1 Records of training for EAs

2-2 2-2 Rapid self-assessment sheet to be distributed at the annual
planning workshop

2-3 2-3

2-4

3 Farmers' technical capacity is improved through pilot testing of
farmer, research and  extension linkage in 4 model Geogs

3-1 3-1 Records of training for farmers

3-2 3-2 Baseline Survey Report

3-3 3-3 Final Survey Report

Farmer, extension and research linkage strengthening as a model
concept is developed and well documented by the end of the
Project**

At least 5 different technical manuals on production management
are produced by the end of the Project

10-15 different forms of extension materials are produced by the
end of the Project.

The number of technical training/topics provided for farmers by
the end of Project

Project Name：Agriculture Research and Extension Support Project in Lhuntse and Mongar Target Groups: ➊Farmers in 2 Dzongkhags, ➋RNRRC-East staff, and ➌RNR Extension
including Dzongkhag Agriculture Officers, Extension Agents

Potential technical options for increasing agricultural
productivity are identified and adopted in eastern region

The number of trained EAs in terms of technical skills by the end of
the Project

Target Area：Mongar and Lhuntse Dzongkhags in eastern Bhutan

The number of farmers adopting the technologies or methodologies
developed and disseminated is increased in 4 model Geogs and
adjacent Geogs by the end of the Project
The number of joint research-extension activities such as meetings,
field visits is increased during the entire period of the Project

At least 2 varieties in rice, 3 varieties in vegetables, and 3 varieties
in fruits are recommended by the end of the Project

Objectively Verifiable Indicators

The number of technical training/topics provided for EAs by the
end of Project

The number of farmers who participate in the training by the end
of the Project

The self-assessment of planning management among EAs is
improved during the entire period of the Project

Rapid competency rating sheet to be made and marked by
Program Director and EPO of RNRRC-East, DAO, and Japanese
Experts

The extent of knowledge, attitude and practice regarding
techniques of agriculture production and rural livelihood
disseminated by the Project as well as participation of project
activities is increased among farmers by the implementation of
Final Survey

The EAs' competency rating on planning management is improved
during the entire period of the Project

TENTATIVE PROJECT DESIGN MATRIX(PDM)

Lessons learnt from the model concept are used to improve RNR
research and extension strategy at the national level

The ratio of contribution to national export of horticulture crops is
increased by 30% from eastern region

The ration of contribution of food grains to the national food basket
is increased by 10 % from eastern region



Activities
1-1 Improve rice production management Japanese side Bhutanese side
1-2 Introduce varieties 1 Dispatch of experts 1 Assignment of counterpart personnel and administrative staff
1-3 Carry out seed production (1) Chief Adviser / Horticulture (1) Project Director
1-4 Improve horticulture production management (2) Rice production (2) Project Manager
1-5 Improve adaptable vegetable and nursery production (3) Coordinator / Extension (3) Counterpart personnel
1-6 Improve irrigation techniques (4) Short-term experts (4) Administrative staff
1-7 Develop soil fertilizing management techniques 2 Provision of equipment (5) Secretaries, drivers for Japanese experts and other necessary
1-8 Prepare dissemination materials 3 Training of counterparts 2 Provision of land, building, and other necessary facilities

4 3 Allocation of operational costs for the Project
2-1 5

2-2 Initiate systematic Geog's information management
2-3 Pre-conditions

2-4
2 Security situation in the project area remains undisturbed

2-5 Carry out the study tour for selected farmers in 2 Dzongkhags
2-6 Provide support for innovative Extension Agents' initiatives
2-7 Provide rewards for innovative farmers
3-1 Hold the sensitizing meeting on the concept of the Project
3-2

3-3

3-4 Conduct various farmers' training
3-5 Draft the annual work plan for extension (part of Geog's Annual
3-6 Carry out the on-farm demonstration
3-7 Conduct the study tour
3-8 Promote complementary rural development related activities

Abbreviation: RNRRC-East=Renewable Natural Resources Research Center-East, RNR=Renewable Natural Resources (≠Agriculture), EAs=Extension Agents, EPO=Extension Program Officer, MOA=Ministry of Agriculture, CORE=Council of Research and Extension, DOA=Department of
Agriculture, DYT=Dzongkhag Yergey Tshogdue (≠Development Committee at the Dzongkhag level), GYT=Geog Yergey Tshogdue (≠Development Committee at the Geog level), NTFP=Non Timber Forest Product

Allocation of operational costs for the Project

Project concept is shared and clearly understood among
the stakeholders

Note: *Extension system was defined by participants of the PCM Workshop as the management aspect, particularly planning and implementation of extension, information management and the capacity improvement among EAs.

         **The detailed model concept of linkage among farmers, extension and research will be discussed by the stakeholders in the beginning of the Project. The lessons learnt from a variety of activities as well as outputs of the Project will be compiled and incorporated into the model concept.

Inclusion of project activities into regular Annual
Geog/Dzongkhag Plan is ensured

Frequent transfer of main counterpart personnel is not
occurred

Inputs such as seeds, seedlings, etc, which are provided by
external agencies, are consistently available

DYTs and GYTs of model Geogs endorse the Plan of
Operation

Conduct the rapid needs assessment of technologies among
farmers

Promote the formation of the new farmers' groups and
strengthen the existing farmers' groups

Dispatch of study team when necessary
Carry out the baseline survey and the final survey targeting
research, extension, and farmers' levels

Conduct annual workshop for Extension Agents for preparation
of Geog's Annual Plan

Conduct technical training for Extension Agents and for
selected farmers in 2 Dzongkhags

3

4

1

Inputs
1

2



ブータン国東部２県農業生産技術開発・普及支援計画  
第二次事前評価調査団 農業基盤整備分野追加調査報告 

 
農業基盤整備担当：白

 
１ 背景 

2004 年 4 月 6 日（火）から 20 日（火）において派遣されたブータン国東部２県農業生

開発・普及支援計画 第二次事前評価調査団での本体調査に引き続き、現地調査が不十分

ていた当該地域の農業基盤整備（かんがい施設及びパワーティラー道路）分野の調査を実施
 
２ 調査期間 

派遣期間：平成 16 年 4 月 10 日から同年 5 月 9 日 
調査地区滞在期間：平成 16 年 4 月 20 日から同年 5 月 4 日 

 
３ 調査目的 

当該プロジェクトにおいてブータン側によって提示されているモデル地区は、下記のモ

県内及びルンチ県内各２郡（ゲオッグ、Geog）、計 4 郡である。 
 
モンガル県：Mongar Geog,  Saleng Geog 
ルンチ県：Menbi Geog,  Menji Geog 
 
しかるに各郡には農業耕作地域が山間に散在しており、これら全地域のかんがい施設及

ーティラー道路を全面整備する事は、多額の資機材の投入、及び長期に渡る事業実施期間

と予想される為、本協力内での実現は現実的では無い。従がって、各郡においてさらに農

整備のモデル地区を限定する事を目的とし、当該地区の選定、協力内容について調査を行
 
４ 調査結果 

４－１ 調査地区 

ルンチ・モンガル農業総合開発計画実施調査報告書（1988 年）、RNRC-Wengkhar
RNRC-Wengkhar 農業基盤整備分野技術者、ルンチ県 Menji Geog 郡長及び各普及所の意見

まず各郡における潜在的農業基盤整備モデル地区を選抜し、調査を行った。結果は別添の

ある（Table Description of Nominated Irrigation Schemes as Model Sites in Model Geogs）。 
 
４－２ 調査地区における農業基盤整備の現況 

(1) かんがい施設 
 「ルンチ・モンガル農業総合開発計画実施調査」（1988 年）及び「地域農業・農道開発

査」（2003 年）の中で述べられているように、水源のほとんどが小規模の急流河川であり

工は非常に簡易な構造で、水源の水位及び流量に大きく影響されている。 水路は等高線

て建設され、開水路による重力かんがいが主である。又、ゲート等の稼動施設や調整施設

であり、水路も極めて小規模である。地形上、耕作地の場所が非常に限定されており、水

ら一本の幹線水路によって直接受益地へ用水を引き、急峻な棚田の上部より田越しかんが

っている地区がほとんどである。したがって、分水工が非常に少なく、送水管理は簡便で
 
 その他、地形の特性上雨等による土砂崩れの影響を受けやすく、水路の崩壊箇所、埋没

多い。土水路が多くを占めるが、政府の援助が入っている個所はコンクリート水路やＰＶ

プによる暗渠となっている箇所も多い。 維持管理は主に受益農民によって実施されてい

技術的指導は十分では無く、不適切な水路断面や水路勾配、過大修復等無駄も多い。 
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(2) パワーティラー道路（Farm Mule Track） 
 パワーティラー道路は新構想でもある為、その具体的な整備は未着手である。パワーティラー

道路はフィーダー道路（農道、Farm Road）からの末端道路であり、その整備はフィーダー道路整

備が前提となる。未舗装ではあるがフィーダー道路の整備は比較的進んでおり、モンガル県 Saleng 
Geog の調査地区を除き、一応の整備はなされている。 
 
 「地域農業・農道開発計画調査」（2003 年）にあるように農業省からのパワーティラー道路の

要望は高い。KR2 で導入された日本製パワーティラーは荷台、ロータリー等の付属品を含み 20
万円程度で農業機械センターを通し販売されており、購入希望者は販売数の 2 倍を超えている

（Trashigang 県農業機械センター聞き取り）。農耕用のみならず輸送機材として高い評価を得てお

り、その道路整備に伴い汎用利用は拡大が十分に見込まれる。ブータンの地形を考慮すると非常

に有効な機材の一つと言える。 
 
４－３ 農業基盤整備モデル地区及び協力内容 

 本調査結果をもとに、RNRRC-Wengkhar 所長、RNRRC-Wengkhar 農業基盤整備分野技術者及び

現地富安専門家を交え、農業基盤整備モデル地区の選定及び協力内容の協議を行った。結果、協

力内容及び農業基盤整備モデル地区を以下の様に設定した。 
 
(1) 協力の内容 
1) 取水施設の改善 
河川流量、及び水位の変動に対応した安定取水を目的とし取水施設の改修を行う。改修におい

て複雑な可動施設を伴う施設は、現在の維持管理技術及び補修の点から適切とは言えない。又、

河道は安定しているものの急峻な渓流が水源であり、雨季における土砂流下物の増加が問題とな

る。これらの状況及び現地の技術を考え、布団籠とバースクリーンタイプ渓流取水工を組み合わ

せた取水施設が有効と思われる。又、ゲート方法は角落しが現状に則していると考えられる。 
 
 その他、水路によっては、水路路線上を横断する小規模な渓流を補給水源とし水路内へ流水さ

せている。しかし、適切な土砂対策がなされておらず、水路への土砂流入も多い。したがって、

これら流入点においてはバースクリーンなどを利用した取水工の設置を検討すべきである。 
 
2) 幹線水路の補修 
現地盤の安定度、斜面土砂崩れ等の状況に応じ、土水路、コンクリート開水路、蓋付きコンク

リート開水路、PVC（プラスティック）管水路による補修を行う。PVC 管水路による補修は、本

地のような傾斜地域において、軽量な管材、対土砂対策、勾配設定の自由度から有効であるが、

高価である。したがって、これら補修方法の選択を、適材適所で行う必要がある。 
 
 付帯施設では、先に述べた地形上の特徴を考慮し、土砂吐け、余水吐、落差工、急流工の設置

を適切に行う。ゲートに関しては、角落しが維持管理の点から最良の選択と思われる。 
 
3) 水利調整 
現在、取水に関する水利権調整は行われていない。同一河川に複数の取水施設が存在し、今後

それら施設の改善によって取水量が増加した場合は、取水量の調整が必要となるであろう。特に、

乾期の終わり、且つ田植えが始まる 5 月から 6 月にかけてその可能性が高い。 
 
4) 水利組合 
政府主導によるかんがい施設の整備地区は、ブータン国農業省 National Irrigation Policy に基づ

き水利組合の設置が義務付けられている。 しかし、すべての組合が機能しているわけでは無く、

又、農民自身が建設を行ったかんがい施設においては、水利組合は存在していない。これらの水

利組合が未設置又は機能していない地区においては、郡長が水利調整を行っている場合が多いが、
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専門的な見地から水利組合としての機能強化が必要である。 
 
5) 支線水路及び末端施設 
幹線水路の整備に合わせ、支線水路、末端施設、及びため池やファームポンドの整備を行うこ

とも検討された。しかし、今回の協力範囲では、資機材その他の面で限界があると思われ、ウェ

ンカル及びリミタンセンター、その他一部を除き、それらの整備は行わないとした。 
 
6) 水管理（水田） 
米作では、乾期の終わる 4 月から 5 月にかけ育苗を行い、6 月雨期入りの降雨時に田植えを行

っている。雨期入りすぐに田植えが行えるよう、農家は畑苗代にて育苗を早期に開始することも

あり、育苗期間が長く、老化苗の傾向があると思われる。又、田植え直後も雨期入り直後であり、

水源水量も不安定であると思われる。その他、地区によっては、牛の放牧を農閑期の水田で行っ

ている場合も多く、畝崩れが目立ち、深水深や畝畔浸透ロス等圃場の水管理に悪影響を与えてい

ると考えられる。 
 
これらより、水路整備に伴い、育苗から田植え時期にかけての安定した水管理、そして適切な

深水深及び減水深管理が必要であると思われる。 
 
7) パワーティラー道路 
パワーティラー道路整備では、耕作地をその建設用地として農家より供出してもらう必要性が

ある。その際、geog 郡長及び農民との調整を図る必要がある。施工機材は、日本の援助で入った

グレーダー尽き中型ショベル一台をウェンカルセンターが所有しているが、移動に関し自走は困

難であり、耐久性を考えると小規模地区の建設工事に限定される。 
 
(2) 農業基盤整備モデル地区 
協議の結果、協力内容も含め以下の地区を農業基盤整備モデル地区として選定した。 

 
1) モンガル県 Mongar Geog 

 
Wengkhar 地区 

取水施設改善及びその技術移転、Palizanpa 及び Khasari 水路補修及びその技術移転、水管理技

術の改善を行う。 
 

Themnanbi 地区 
野菜等畑作作物の栽培促進を行う為に、上水道施設の多目的利用（施設の拡大又はかんすいホ

ース等のかんがい機材導入）を図る。 
 

Trailing 地区 
取水施設改善及びその技術移転、Upper 及び Lower 水路（可能ならば統合化）補修及びその技

術移転、水管理技術の改善を行う。 
 

RNRRC-Wengkhar 
展示を兼ねた圃場かんがい施設の導入（点滴、スプリンクラー、その他各種標準的な水利施設）

を行い、水管理技術の改善を図る。又、標準的な設計施工例としてパワーティラー道路整備を行

う。 
Kilikhar 地区 
パワーティラー道路整備を行う。 
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Jaibab 地区 
パワーティラー道路整備を行う。 
 

2) モンガル県 Saleng Geog 
 

Bemaythang 地区 
取水施設改善及びその技術移転、Barkari 及び Bemaythang 水路（可能ならば統合化）補修及び

その技術移転、水管理技術の改善を行う。 
 

RNRRC-Lingmethang 
各種標準的な水利施設の整備を行うと共に、水管理技術の改善を図る。 

 
3) ルンチ県 Menbi Geog 

 
Tangmachu 地区 
水管理技術の改善を行う。 

 
4) ルンチ県 Menji Geog 

 
Menji 地区 
取水施設改善及びその技術移転、Lakpachu 水路補修及びその技術移転、水管理技術の改善を行 

う。 
 

Kupinesa 地区 
現在、かんがい施設未整備地区であるが、当地を新規のかんがい施設計画地としてその技術移

転を図る。あくまでも調査、計画、設計事例としての技術移転を目的とし、施工は本プロジェク

トとしては実施しない。 
 
(3) 協力期間 
基盤整備に関する工事は、農民の役務提供が可能な農閑期の乾期に実施する必要がある。これ

を考慮し、モンガル県の二つの郡をプロジェクト開始当初の 2 カ年、残りルンチ県の二つの郡を

その後の 2 カ年で実施する計画案（表 2－1 及び 1－2 参照）とした。 
 
４－４ カウンターパート 

農業基盤整備分野の主たるカウンターパートは RNRRC-Wengkhar 所属の以下の 3 名となる。 
 

Mr. Tenzin (Programme Offocer, Irrigation) 
Mr. Ngajay Wangdi (Research Assistant, Irrigation) 
Mr. Kheta Ram Chettri (Research Officer, Civil Works) 

 
年齢及び経験では、Mr. Kheta Ram Chettri、Mr. Tenzin、 Mr. Ngajay Wangdi の順であり、Mr. Tenzin 

は、今年 6 月から海外留学が予定されている。 
 

RNRRC-Wengkhar は東部 6 県を管轄し、各人が 6 県の当該分野の事業を担当していることもあ

り、実務経験としては十分あると思われる。又、本調査期間を通じた印象からも、彼らは非常に

積極的かつ技術的理解度も高いと思えた。 
 
その他、県庁内には農業省所属の技術者が配置されており、かんがい整備計画に携わっている

が、予算の採択等の管理業務が主であり、技術的な業務はすべて RNRRC-Wengkhar の技術者が担

当している。したがって、管轄地域の大きさからも技術担当者の人数（3 人）は非常に限られて

 4
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おり、増員が望まれる。 
 
４－５ 農業基盤整備分野協力上の考慮点 

(1) モデル地区整備計画の調整 
 今回選定された整備モデル地区は、本調査結果をもとに RNRRC-Wengkhar (ウェンカル)所長、

RNRRC-Wengkhar 農業基盤整備分野技術者及び富安専門家を交えて決定したものである。毎年、

県では郡からの申請をもとに基盤整備計画を立て、中央政府へ予算請求を行っている。したがっ

て、本プロジェクトにおける整備モデル地区においても、県との調整を図る必要があると思われ

る。又、ブータン中央政府の意図する基盤整備計画も考慮に入れる必要があると思われる。した

がって、ステアリングコミティー等で関係者間の調整が望まれる。 
 
(2) 受益者労務提供 
基盤整備に係わる労働力については、受益者の役務提供がブータン国の政策で実績があるが、

これについても Geog 郡長及び農民を交え調整を図る必要がある。フィーダー道路建設にも農民の

役務提供が求められており、その影響を受け、水路の維持管理が十分出来ていない地区が存在し

ていた。労働力に限界があることから、その調整は重要である。 
 
４－６ 機材 

 本プロジェクト第一次事前調査団において、農業基盤整備に必要とされる機材が皆無であった

事が確認された為、測量機材（レベルその他）、流速計、水田用水量測定機材（Ｎ型減水深測定器

その他）、畑地用水量測定機材（テンションメーター）を今回導入し、特に用水量算定について短

時間ながらも技術移転を行った。又、今後継続すべきデータ収集の内容についても指導を行った。 
 
 ブータンへの機材の搬入経路に関しては、インドからの陸路及び唯一の航空便であるドゥルッ

クエアー社による 2 通りがある。緊急を要する場合は空路搬入になるが、便数が非常に少なく機

体も小さい為（72 人乗り）、観光時期などの繁忙期においては、一般客の荷物が優先となり、搬

送が遅れがちになる。今回も観光時期と重なった為、タイで機材が止められてしまい、プロジェ

クトサイトへの機材到着が遅れる結果となってしまった。 
 
４－７ 農業基盤整備分野短期専門家の活動内容 

(1) 求められる活動内容 
以上を踏まえ、本分野における短期専門家に求められる活動内容は以下の通りである。 

 
渓流取水工の設計、施工に関する技術協力 
水路の維持管理及び補修修復に関する技術協力 
水田圃場水管理に関する技術協力 
水利組合の組織強化に関する技術協力 
パワーティラー道路施工に関する技術協力 

 
(2) 派遣時期 
農業基盤整備分野は短期専門家による協力が決定しているが、その派遣時期に関し考慮すべき

点は以下の通りである。 
まず、雨期の特に降雨が集中する 6 月から 9 月は活動が実質不可能となる。また、1 月から 2

月にかけては、東部への移動に際し道路の凍結や降雪が考えられ、安全上問題がある。したがっ

て、これらの時期を避けるとともに、その前後にも余裕を持った派遣計画を考える必要がある。

結果、3 月後半から 5 月、及び 10 月後半から 12 月が派遣時期として適切と思われ、表 1－1 及び

表 1－2 に示す様、協力期間を通し年 2 回の派遣が望まれる。 









 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 15 年 5 月 10 日

担当部・チーム：農村開発部

第二 G 畑作地帯第一

１．案件名 

ブータン国 東部 2 県農業生産技術開発普及支援計画 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

農業生産技術の開発と普及活動の連携を通じた農業普及の促進を目的に、プロジェクト

イト機関である東部農業研究センター（Renewable Natural Resource Research Center East

以下 RNRRC-East と言う）の技術能力の向上、対象県の普及員の技術能力向上を含め

普及体制の強化、モデル郡対象農家の技術能力の向上を行う。 

（２） 協力期間（案） 

2004 年 6 月 15 日～2009 年 6 月 14 日（5 年間） 

（３） 協力総額（日本側） 

約 3 億 5 千万円 

（４） 協力相手先機関 

プロジェクト監督機関：農業省 

プロジェクト実施機関：RNRRC-East、モンガル県庁、ルンチ県庁 

（５） 国内協力機関 

JICA 直営 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

 ①直接的裨益者 

RNRRC-East（サブセンターを含む）スタッフ 17 名、モンガル県及びルンチ県の農業担

職員各 1 名の計 2 名、両県の普及員 24 名、モデル 4 郡と近隣郡農家合計約 1000～1500

帯 

 ②間接的裨益者 

①に含まれない RNRRC-East（サブセンターを含む）スタッフ 38 名、モンガル県及び

ンチ県その他農家 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ブータン国の農業セクターは、GDP の 34%、就業人口の 79%を占めており、第 9 次

カ年計画(2002 年～2007 年)において最重要課題の 1 つと位置づけられている。ブータ

政府はこれまでに西部地域の農業協力（西岡専門家の派遣）で高い実績を有する我が国

対し、西部に比べて相対的に開発が遅れ、同国の貧困層の約 75%が居住する東部地域の

業開発の協力を要請した。 

JICA は、開発調査「ルンチ・モンガル農業総合開発計画実施調査」（1987 年～1988 年
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個別専門家派遣「農村農業総合開発」(2000 年～2004 年)、開発調査「地域農業・農道開

発計画調査」(2002 年～2003 年)を実施してきた。その中でも特に、個別専門家による

RNRRC-East に対する 4 年間の技術指導により、同センターの農業生産に関する試験研

究・技術の改善のための基盤作りがなされ、その成果が着実にみられるようになった。し

かし、農家への技術普及については、県の管轄下にあり各郡の普及センターに配置されて

いる普及員の技術能力の低さや、脆弱な普及体制、試験研究と普及の連携不足、さらには

急峻な地形によるアクセスの悪さから十分に行われていないのが現状であることが、同専

門家にも指摘されている。また、「地域農業・農道開発計画調査」も本プロジェクトと同

一の県を対象としており、同調査で策定された地域農業開発計画においては農作物の増

産、そのために必要な技術の開発と普及活動の強化が提言されている。このことから、農

作物の生産性を向上させる技術や地域に適した新品種･新作物を RNRRC-East での試験研

究を通して開発･改良･導入し、さらに普及体制の強化を図り、普及員を通じて、あるいは

直接 RNRRC-East から農家に普及させていくことが現状の課題である。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

農業セクターは GDP の 34%、就業人口の 79%を占め、ブータン国の重要セクターとし

て位置づけられており、第 9 次 5 カ年計画(2002～2007)においては国家食糧安全保障の達

成や農村住民所得の向上などが最重要課題とされている。同計画からは、地方分権政策が

打ち出され、県、郡が主体となり地域住民に裨益する開発事業の実施の必要性がこれまで

以上に高まっている。  

また、近隣国への園芸作物の輸出は、将来の外貨獲得手段と位置づけられており、東部

の農業技術開発の主導的役割を担い、国全体の中で園芸作物の試験研究・開発を重点的に

担当する RNRRC-East の研究員、研究員補、職員の技能レベルの向上が優先課題となって

いる。 

さらに、2003 年 7 月の農業大臣の交代により、政府としてもこれまで以上に普及体制

の強化や最終受益者である農家に対する普及活動の促進を行うようになってきており、農

業セクターが重視されるようになっている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

JICA のブータンに対する国別事業実施計画では、農業開発による農村所得の向上およ

び農村生活改善など農業セクターを援助重点分野に据えている。農業分野における協力の

中でも、地域格差の是正と貧困削減を目的に東部地域における高付加価値作物を含む農産

物生産技術の開発・普及が、農業生産基盤の整備と共に重視されており、優先課題と位置

づけられている。このことから東部地域と西部地域の格差をなくし、高付加価値のある農

産物を開発するという当プロジェクトの枠組みは適切と考えられる。 



 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

［目標］試験研究機関から普及現場への技術提供の仕組みが改善される 

［指標 1)プロジェクトで開発・普及された技術を採用する農家の数が、4 つのモデル郡と

近隣郡でプロジェクト終了時までに増加する(増加目標値については、プロジェク

ト開始後先方政府と協議して設定する) 

        2)会議や現地踏査など試験研究と普及の共同活動の数が、プロジェクト期間中に増

加する(増加目標値については、プロジェクト開始後先方政府と協議して設定す

る)        

        3)農家と普及、試験研究の連携強化に係る実証活動の教訓や他地域に推奨できる活

動などの成果がモデル概念として、プロジェクト期間中に開発され、文書化され

る 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

［目標］東部地域の農業生産性を向上させる技術の選択肢が増え、同地域で採用される 

［指標］1)モデル概念から抽出された教訓が、国レベルの農業分野の試験研究と普及戦略の

向上のために活用される 

      2)東部地域における園芸作物生産量が 30%増加する（増加量については、プロジェ

クト開始後のベースライン調査の結果を踏まえ、先方政府と協議の上設定する）

        3)東部地域における穀物生産量が 10%増加する（増加量については、プロジェクト

開始後のベースライン調査の結果を踏まえ、先方政府と協議の上設定する） 

 

（２） 活動及びその成果（アウトプット） 

① 活動、そのアウトプットと指標・目標値 

[成果 1] 普及を目的とした適切な農業技術の選択肢が、RNRRC-East によって開発される 

［指標] 1)少なくとも稲作 2 品種、野菜 3 品種、果樹 3 品種が、奨励される 

2)少なくとも 5 種類の生産管理に関する技術マニュアルが、作成される  
3)10 から 15 種類程度の様々な普及教材が、作成される 

    [活動] 1)稲作の生産技術を向上させる 

2)品種を導入する      

3)種子生産を行う 

4)園芸作物の生産管理技術を向上させる  

5)地域の特性に適した野菜と苗の生産技術を改善する 

6)灌漑技術を改善する 

7)土壌施肥管理技術を改善する 

8)普及教材を準備する 

 

[成果 2] よりよい技術サービスのための普及体制が 2 県で強化される 
[指標］1)プロジェクト終了時までに、技術的なスキルの訓練を受けた普及員の数 

2)プロジェクト終了時までに、普及員を対象に行われた技術研修や指導された技術

の数 



 

3)普及員の計画管理に関する自己評価が、プロジェクト実施期間中に向上する 

4)普及員の計画管理に関する他者評価が、プロジェクト実施期間中に向上する 

(農業省 CORE 担当者、RNRRC-East 職員、県の普及担当者による評価を想定) 
[活動] 1)試験研究、普及、農家を対象としたベースライン調査と終了時調査を実施する 

2)4 つのモデル郡で郡に関する体系的な情報管理に着手する 

3)郡の年間計画（普及計画を含む）の準備のため、普及員対象のワークショップを

毎年実施する 

4)2 県の普及員と選抜された農家対象の技術研修を実施する 

5)2 県の選抜された農家を対象にスタディーツアーを実施する 

6)革新的な普及員の取り組みを実施に移すための支援を行う 

7)革新的な取り組みを行った農家の活動を支援する 

 

[成果 3] 農家と試験研究、普及間の連携に関する試験的取り組みを通じて、4 つのモデル郡

の農家の技術能力が向上する      

           1)プロジェクト終了時までに、研修に参加した農家の数 

2)プロジェクト終了時までに、農家を対象に行われた技術研修や指導された技術の

数 

3)プロジェクトが普及した農業生産に関する技術や生活改善に関する技術について

農家の知識、取り組み姿勢、実践活動とプロジェクト活動への参加の度合いが終

了時調査の実施までに増加･向上する 

［活動］1)プロジェクト概念に関する啓発ミーティングを実施する 

2)農家を対象に、技術の簡易ニーズアセスメントを実施する 

3)新しい農家グループの組織化と、既存農家グループの強化を促進する 

4)農家向けの多種多様な研修を実施する 

5)年間ワークプラン（郡の年間計画の一部）の草案を作成する 

6)展示圃で技術を実証する 

7)スタディーツアーを実施する 

8)生活改善に関する補完的な活動を推進する 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側 

 長期専門家 3 名（チーフアドバイザー/園芸作物技術、稲作栽培技術、調整員/普及） 

 短期専門家 年間 3 名程度 （必要に応じ派遣） 

 研修員受入 年間 4-5 名程度（本邦研修、第 3 国研修） 

 機材供与 ミニバス、農耕関連機材、測量機材など  

② ブータン国側 

 カウンターパート人員の配置（RNRRC-East サブセンターも含め 17 名、モンガル県とル

ンチ県から各 3 名の予定） 

 プロジェクト活動に必要な日本人専門家執務室、施設の提供 

 光熱費や国内通信など基本的プロジェクト運営費用 

 



 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

[前提条件]  

1) プロジェクトの概念が関係者間で共有され、確実に理解される 

2) プロジェクト対象地域の治安状況が、平静に保たれる 

 [成果達成のための外部条件] 

1) 主なカウンターパートの頻繁な異動が起きない 

2) 種子や種苗など、外部機関から調達しなければならない投入財が、着実に入手できる

3) 県開発委員会とモデル郡の郡開発委員会がプロジェクトの活動計画表を支持する 

4) 郡、県の年間計画にプロジェクト活動を含めることが確保される 

[プロジェクト目標達成のための外部条件] 

1) 試験研究・普及審議委員会と農業局の組織改編が合意されたプロジェクトの概念や手

法に影響を及ぼさない 

[上位目標達成のための外部条件] 

1) プロジェクト地域で働くほとんどの職員が異動にならない  

2) 農業開発に必要な十分な資金が確保される 

[波及効果達成のための外部条件] 

1) 現在の農業政策が変わらない 

2) 地方から都市への人口移動が、農業労働に影響を与えない 

3) 農家にとって、国内と海外の市場へのアクセスが改善される  

         

５．評価 5項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と総合的に判断される。 

（１） 妥当性 

本案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

 本プロジェクトの対象地域であるブータン東部は、人口の約 4 割、貧困層の 7 割が同地

域に居住しているが、インドとの交通が便利で産業が比較的発達している南部及び地形

がよく農業が発展している西部に比べ、開発が全般に遅れている。「均衡ある国土開発」

を国家開発上の目標に掲げるブータンでは、これまで特定地域を対象とした開発戦略を

公表していないが、園芸作物を中心とした農作物の多様化や水稲栽培技術の改善は、東

部で自給自足型農業を営む農家が貧困から脱却する第一歩であり極めて重要である。 

 園芸作物をはじめとする高付加価値農産物の試験研究と普及は、ブータン国の輸入食糧

の支払いに必要な外貨獲得を可能にする高付加価値農産物の生産を促進する手段として

期待されている。このため、園芸作物の試験研究を重点的に担当する RNRRC-East にお

ける地域特性を活かした適正作物や高付加価値農作物の試験研究能力の向上が急務とな

っている。さらに農家がこれらの農業技術を確実に習得できるよう、現場での普及強化

が農業分野の課題となっている。 

 本プロジェクトでは、これら先方のニーズや優先課題と合致するものであり、また東部

農業開発への協力を重視する JICA の国別事業実施計画に一致しており、必要性と妥当性



 

ともに高く、問題解決手段としても適切である。 

 

（２） 有効性 

本案件は以下の理由から有効性が認められる。 

 プロジェクト目標である農業普及を促進するためには、まず RNRRC-East で普及に値す

る適正技術の開発と適正な作物の導入開発が必要であり（成果 1）、またこれらの技術や

作物が農家レベルに普及、定着するためには、適切な普及計画の作成や運営管理、普及

員の技能レベルの向上など既存の普及体制の強化が不可欠である（成果 2）。さらに最終

受益者である農家に、成果 1 と成果 2 の効果が裨益するよう、モデル郡の普及センター

や展示圃で、試験的に普及活動を行うプロジェクト計画となっている（成果 3）。このよ

うに、プロジェクト目標を達成するために必要な成果が、目的と手段の関係を重視して

プロジェクトに直接携わる関係者の話し合いによって計画されていることから、プロジ

ェクト目標達成の可能性が高い。 

 プロジェクトの計画立案段階より、実務レベルの関係者（RNRRC スタッフ、普及員、派

遣予定専門家）が議論に参加していることから、プロジェクトに対する理解とコミット

メントが高く、プロジェクトを円滑に実施できる可能性が高い。 

 

（３） 効率性 

本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 農業生産技術の開発を中心としたカウンターパート機関の能力向上、普及体制の強化、

モデル郡の農家の技術能力の向上を実現するために必要な活動と、基本的な機材を中心

とした投入が過不足なく計画されている。 

 本プロジェクトの結果として米や園芸作物の生産量増加が見込まれるが、目標とする生

産増加量に基づき試算した生産額の増加は、プロジェクトにかかる費用に比して大きく、

一定の費用対効果が見込まれる。 

 このほか日本側の人的投入については、現地事情に精通あるいは長期にわたって技術協

力の経験が豊富な長期専門家 3 名の派遣を予定し、残りは数名の短期専門家やローカル

コンサルタントを活用するなど、日本側からの人的投入を最小限に抑えつつ、より大き

な効果を目指している。 

 

（４） インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

 本プロジェクトでは東部 6 県のうち 2 県のみを対象地域とし、①米及び複数の主要園芸

作物の栽培可能性、②幹線道路からのアクセスの良さ、③普及員の意欲の高さ 3 つの条

件に基づき 4 つのモデル郡を選定している。本プロジェクトでは 4 つのモデル郡を中心

にモデル的な普及活動を行うこととしており、集中的に技術移転が行える。 

 また、モデル郡以外の地区の農家に対する技術指導、2 県の全普及員を対象とした研修も

本プロジェクトの活動としている。さらに、年一回、これら 2 県で全普及員が一堂に会



 

して、県内各郡の経験を共有しながら県の年間計画を作成しており、同計画作成は本プ

ロジェクトの活動の一つとして位置づけられている。また、主要カウンターパート機関

である RNRRC-East は東部 6 県を管轄する機関であることから、本プロジェクトにより

RNRRC-East に普及現場との連携に関する知見が蓄積されれば、他の 4 県においても

RNRRC-East と普及現場との連携が強化されるものと考えられる。したがって、モデル郡

や対象地域のみに留まらず本プロジェクトの成果が波及することが期待できる。 

 農家と普及、試験研究の連携強化の観点から、ブータン国の農業セクターにおける本プ

ロジェクト、RNRCC-East への期待は高い。プロジェクトがこの連携強化のモデル概念の

有用性を実証できれば、そこから得られた教訓が国全体の農業セクターの試験研究と普

及の戦略として活用される可能性も高く、一層のインパクトをもたらすことが期待でき

る。 

 

（５） 自立発展性 

本案件の自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

 技術移転は RNRRC-East と普及員にとどまらず、モデル郡の農家まで行きわたるよう計

画されており、また農家が導入できる適応技術、適正作物の開発に重点を置いているこ

とから、協力終了後もプロジェクトで開発・普及した技術は持続すると予想される。 

 プロジェクトの効果を国レベルの農業政策に反映させることを念頭に、試験研究と普及

に携わる人材の技術能力の向上、普及体制の強化を目指した活動が計画されていること

から、現時点で制度面と組織面の自立発展性は見込める。 

 ただし開発予算の多くをドナーに大きく依存しているのが現状であり、財政面の自立発

展性を担保するためには、プロジェクト期間中から中央政府や農業省との調整が不可欠

である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 総合的な産業開発や農業開発の遅れが著しく貧困度が高い東部地域で、本案件を実施する

こと自体が、貧困層を含む農家の生産性の向上、生活向上に役立つものと期待される。 

 土地や財産は女系相続が行われ農作業は男女共同で営まれるなど、周辺国に比してジェン

ダー格差が低いこともあり、ジェンダーに関してマイナスの影響はないと考えられる。 

 基本的に有機農業を基盤とした生産技術の改良を重視した協力のため、環境へのマイナス

影響はないと見込まれる。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

農業分野における日本の技術協力プロジェクトは本件が初めてであり類似案件はないが、過

去の個別専門家派遣、開発調査、他ドナーの農業セクターへの協力から、以下の点に留意する

必要がある。 

 資機材供与や研修事業が中心の他ドナーの協力とは異なり、カウンターパートに対する技

術移転と共同実施を重視する JICA プロジェクトのスキームについては、プロジェクト実施

後もブータン側関係者に対する説明を十分に行い、理解と協力を得る必要がある。 



 

 本案件の主要カウンターパート機関である RNRRC-East は東部の農業開発の指導的役割を

担っており、プロジェクトは常に国の農業政策との合致はもちろんのこと、農業セクター

全体における貢献、将来的なインパクトを念頭に置いた協力が期待されている。したがっ

て、中央農業省を含め関係機関に対して、プロジェクト活動の進捗や効果、教訓を定期的

に発信、報告するなど広報活動に力を入れていくことが重要と思われる。 

 

８．今後の評価計画 

 中間評価：プロジェクト開始後 2.5 年後 

 終了時評価：プロジェクト終了の半年前 
 


	ブータン国東部２県農業生産技術開発・普及支援計画事前評価調査団報告書
	目次
	序文
	写真
	地図
	略語表
	第１章　事前評価調査団の派遣
	１－１　調査団派遣の経緯と目的
	１－２　調査団の構成
	１－３　調査日程
	１－４　主要面談者

	第２章　要約
	２－１　第一次及び第二次事前評価調査団の派遣
	２－２　ブータン側実施体制
	２－３　RNRRC-East の活動状況
	２－４　ブータン国の農業普及体制について
	２－５　ワークショップの実施（第二次事前評価調査）
	２－６　プロジェクト活動の枠組み
	２－７　モデル地区(郡）の決定
	２－８　プロジェクト活動とブータン国家計画との整合性について
	２－９　ブータン側の予算状況
	２－１０　ＪＩＣＡ技術協力プロジェクトへの理解について
	２－１１　日本側の投入
	２－１２　農村開発に関わる活動について
	２－１３　プロジェクト環境について

	第３章　プロジェクト実施体制
	３－１　責任機関及び実施機関の組織について
	３－２　ターゲット地域、モデル地区について
	３－３　プロジェクトに対する予算措置
	３－４　建物及び建設の状況
	３－５　機材整備状況
	３－６　カウンターパート

	第４章　プロジェクト協力計画の概要
	４－１　プロジェクト基本計画
	４－２　両国の投入

	第５章　第一次事前評価調査ワークショップ
	５－１　プレワークショップの目的とプロセス
	５－２　関係者分析
	５－３　問題分析
	５－４　目的分析
	５－５　プロジェクトの選択

	第６章　第二次事前評価調査ワークショップ
	６－１　ＰＣＭワークショップの目的とプロセス
	６－２　ＰＤＭ作成過程での主な論議

	第７章　協力分野の現状と課題
	７－１　軽車両道
	７－２　灌漑設備
	７－３　水稲栽培
	７－４　その他の換金作物
	７－５　普及分野
	７－６　生活改善

	第８章　現地の生活環境
	８－１　住宅事情
	８－２　電気・通信事情
	８－３　医療事情
	８－４　その他生活事情
	８－５　交通事情

	第９章　協力実施にあたっての留意事項
	９－１　運営管理上の留意事項
	９－２　技術分野における留意事項

	付属資料
	１．第一次事前評価調査団日程表
	２．第二次事前評価調査団日程表
	３．第一次事前評価調査団ミニッツ
	４．第二次事前評価調査団ミニッツ
	５．プロジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）
	６．農業基盤整備分野追加調査報告
	７．Ｔａｂｌｅ　Model Sites Description
	８．農業基盤整備業務計画
	９．事前評価表

